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(57)【要約】
　装置および組織を捕捉して固定する、あるいは胃形成
術のための装置および方法が記載されている。全般的に
、このシステムの装置は、中空器官の内部に１つ若しく
は複数の襞を形成するために、患者の体内に最小限に侵
襲性の方法で前進できる。組織治療装置は、柔軟で細長
い部材の遠位端に取り付けられて、アンビル部材の反対
側にカートリッジ部材を備えている。カートリッジ部材
およびアンビル部材は、閉じた状態と開いた状態との間
で移動自在であり、組織の二重襞の捕捉を助けるために
移動可能な障壁がカートリッジ部材とアンビル部材の間
で配設されている。組織治療装置は、器官の内部に多数
の襞を形成するために再配置できる。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも一つのキャビティ内に襞を配置するために用いる胃形成術装置であって、
　近位端、遠位端、および前記近位端と前記遠位端の間に配設された管腔を有する柔軟で
細長い部材と、
　前記近位端に取り付けられたハンドルと、
　前記柔軟で細長い部材の遠位端に取り付けられるとともに、閉じた状態と開いた状態と
の間で可動に操作可能に第２のジョーに向かい合う第１のジョーを有し、前記第１のジョ
ーおよび前記第２のジョーが前記少なくとも一つのキャビティの組織を捕捉するために着
脱自在に密着する領域をそれぞれ有している組織治療装置と、
　前記第１のジョーおよび前記第２ジョーの間に配設されているレールにスライド自在に
取り付けられて第１の位置から第２の位置へと移動可能な隔壁であって、前記第１の位置
においては前記第１および第２のジョーの着脱自在な密着領域により捕捉された組織を分
離し、かつ前記第２の位置においては前記第１の位置に対して遠位側にある隔壁と、
を備えたことを特徴とする胃形成術装置。
【請求項２】
　前記組織治療装置に沿って配設されるとともに、前記キャビティの組織を処理するため
に送達状態から後退状態へと可動なレトラクタワイヤをさらに備えた、請求項１に記載の
装置。
【請求項３】
　前記隔壁は前記レールに取り付けられた帆を有し、前記帆はたたまれた状態から拡がっ
た状態へと伸長可能である、請求項２に記載の装置。
【請求項４】
　前記帆はレトラクタワイヤに取り付けられており、前記レトラクタワイヤが送達状態か
ら後退形状に動くときに前記レトラクタワイヤが前記帆を拡げる、請求項３に記載の装置
。
【請求項５】
　前記レトラクタワイヤは後退状態から送達状態へと動き、前記レトラクタワイヤが前記
帆を折りたたむ、請求項４に記載の装置。
【請求項６】
　前記帆が柔軟である、請求項３に記載の装置。
【請求項７】
　前記組織治療装置の遠位端に取り付けられた非外傷性の先端部分をさらに備える、請求
項１に記載の装置。
【請求項８】
　前記非外傷性の先端部分は、近位端および遠位端を具備した円筒状の本体部分を有して
おり、
　前記非外傷性の先端部分の近位端はその内部に配設されたスリットを有しており、
　前記非外傷性の先端部分の近位端は、第１および第２のジョーの動きに応じて開いた状
態と閉じた状態との間で移動可能である、請求項７に記載の装置。
【請求項９】
　前記組織治療装置の近位端に取り付けられた非外傷性の尾部をさらに備える、請求項１
に記載の装置。
【請求項１０】
　前記柔軟で細長い部材は、互いに取り付けられたそれぞれ円形なリンクを有している、
請求項１に記載の装置。
【請求項１１】
　前記円形のリンクは、内視鏡のための通路を提供する内視鏡管腔を形成している、請求
項１０に記載の装置。
【請求項１２】
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　前記円形のリンクは柔軟な部材を有している、請求項１０に記載の装置。
【請求項１３】
　前記隔壁は、前記第１の位置と前記第２の位置の間の任意の位置に移動自在である請求
項１に記載の装置。
【請求項１４】
　前記隔壁の第２の位置は、前記組織治療装置の第１および第２のジョーに対して遠位側
にある、請求項１に記載の装置。
【請求項１５】
　前記組織治療装置の前記第１のジョーに取り付けられた検出機構をさらに備え、前記検
出機構は、前記組織治療装置の第１および第２のジョーが閉じた状態にあるときに検出す
る、請求項１に記載の装置。
【請求項１６】
　前記組織治療装置の第１および第２のジョーを互いに平行な関係に閉じる閉鎖機構をさ
らに備える、請求項１に記載の装置。
【請求項１７】
　前記閉鎖機構は、前記組織治療装置の近位端に配設された近位側の締付ケーブルと、前
記組織治療装置の遠位端に配設された遠位側の締付ケーブルとを有している、請求項１６
に記載の装置。
【請求項１８】
　前記閉鎖機構は、前記組織治療装置の近位端に配設された近位側の締付ケーブルを有し
、
　前記第２のジョーは、前記第１および第２のジョーの間に組織を捕捉した後で閉じた状
態に動くときに前記組織治療装置の遠位端のたわみを補うように湾曲している、請求項１
６に記載の装置。
【請求項１９】
　前記閉鎖機構は、前記組織治療装置の一端に配設された締付ケーブルを有し、
　前記第２のジョーは、前記第１および第２のジョーの間に組織を捕捉した後で閉じた状
態に動くときに前記組織治療装置の反対側の端部のたわみを補うためにテーパ状となって
いる、請求項１６に記載の装置。
【請求項２０】
　前記第２のジョーは、第１および第２のジョーの間に捕捉した組織が平衡するように補
正するために前記第１のジョーに対してオフセットしている、請求項１に記載の装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　［関連出願の相互参照］
　この出願は、２００４年３月９日に出願された特許出願第１０／７９７,３０３号の一
部継続出願であるところの２００５年１２月２９日に出願されて係属中の特許出願第１１
／３２４,１３５号の一部継続出願である。なお、その両方の内容が、この参照によって
、本願明細書に組み込まれるものとする。
【０００２】
　１．発明の技術分野
　本発明は、全般的に医療用の装置および方法に関する。より詳しくは、本発明は、中空
器官、特に胃、腸管あるいは他の範囲の消化管の内部に隔壁を形成し組織を固定するため
の装置および方法に関する。
【背景技術】
【０００３】
　２．一般的な背景および現状技術
　現在、高度の肥満の場合、患者は、大腸や小腸あるいは胃の一部を縛りまたはステープ
ルで留めおよび／または同じ部分にバイパスを形成して、患者が所望する食品の量および
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消化管により吸収される量を減少させる、数種類の手術を受けることができる。現在利用
可能な手技には、胃の一部を「縛り」あるいは収縮させる装置を用いる腹腔鏡下バンディ
ング術、垂直遮断胃形成術（ＶＢＧ）、または永続的で外科的な胃容積の減少およびそれ
に続く腸へのバイパス形成を遂行するルーワイ胃バイパス術として公知のより侵襲性の外
科的手技が含まれる。
【０００４】
　典型的に、これらの胃を小さくする手技は、開放させた切開を介して外科的に実行され
るとともに、胃または中空器官の外側からステープルあるいは縫合糸が付加される。その
ような手技はまた、より小さな切開あるいは開口を使用しつつ、トロカールおよび他の専
門的な装置によって、腹腔鏡的に実行できる。腹腔鏡下バンディング術の場合、胃の周り
の小彎から大彎に至る胃の近位側部分の周りに調節可能なバンドを配置し、それによって
、食道と幽門の間にくびれすなわち「ウエスト」を垂直に形成する。ＶＢＧの間、外側か
らステープルを付加して胃と食道との接合部から胃の小湾の中間部へと垂直な隔壁を形成
することにより、（容積がほぼ２０ｃｃの）小さい嚢が形成される。そして、選択的に胃
の一部を分割しあるいは切除すると共に、流出路の拡大を防止しつつ摂取量を規制するた
めに隔壁の出口に小孔を作成する。ルーワイ胃バイパス術において、胃は、食道の流入部
に接続された小さな上側の嚢と上側の嚢から分離された下側部分とに外科的に分割される
が、消化液の分泌のためにその後も腸管に接続されている。次いで、小腸を切除した部分
は端側吻合術を用いて上側の嚢に吻合され、それによって、腸の大部分をバイパスさせて
カロリー摂取の吸収を減少させ、非常にカロリーの高い食物あるいは「ジャンクフード」
の迅速な「廃棄」を生じさせる。
【０００５】
　胃の寸法が小さくなったことに起因して患者により少ない食事を物理的に強制すること
になるため、胃を小さくするこれらの手術の予後は体重減少につながるが、時間、全身麻
酔法の使用、切開の治癒に関連する時間と痛み、および大手術に付随する他の厄介な問題
を含む、手技の侵襲性に起因したいくつかの制約が存在する。加えて、これらの手技は、
それらの厄介な問題のために肥満の個体群のうちの小さな部分（病的肥満、肥満度指数　
＞４０）にしか用いることができず、肥満であるか適度に肥満であるとみなされる患者に
は、あるとしても少数の侵襲的なオプションしか残されていない。
【０００６】
　外科的な手技に加えて、上述した外科的手技および胃食道逆流疾患（ＧＥＲＤ）の治療
に用いられる、ステープル留めのような組織を固定するためのある種のツールが存在して
いる。これらの装置には、ＧＩＡ(登録商標)装置（Ethicon Endosurgery, Inc.により製
造される胃腸吻合装置やUSSCによる類似品）や、米国特許第５,４０３,３２６号、第５，
５７１，１１６号、第５，６７６，６７４号、第５，８９７，５６２号、第６，４９４，
８８８号、および第６，５０６，１９６号に記載されているような、胃食道逆流疾患（GE
RD）を治療するべく食道に対して胃の底部に襞壁をフンドプリケーションするための方法
および装置のための、固定してステープル留めする装置が含まれる。加えて、米国特許第
５，７８８，７１５号および第５，９４７，９８３号は、内視鏡的に挿入されて食道と胃
が合流する部位に配置される内視鏡的縫合装置について詳述している。次いで、隣接した
組織を捕捉するために負圧を負荷すると共に、胃から食道へと上がる胃酸の逆流を減少さ
せるべく括約筋に襞を形成する一連の縫合が配置される。これらの装置はまた、食道静脈
瘤（食道壁の内部で膨張した血管）の内視鏡的治療のために経口的に用いることができる
。
【０００７】
　そこには、改良された装置および手技の必要性がある。それに加えて、肥満およびGERD
のような他の胃障害を治療するために用いられるほとんど全ての手術における侵襲性、お
よびその他の限定的な成功を理由として、中空器官を拘束するより効果的でより侵襲的で
ない手技のための改良された装置および方法の必要性がある。
【発明の概要】



(5) JP 2010-514505 A 2010.5.6

10

20

30

40

50

【０００８】
　組織を捕捉して固定する装置は、胃や胃食道接合部といった中空器官の内部に隔壁を形
成するために、また胃形成術を実行するために、消化管の他の部分に用いることができる
。全般的に、この装置は、中空器官の内部に１つ若しくはいくつかの区画あるいは襞を形
成するために、最小限に侵襲性の方法、例えば内視鏡的に、経皮的に、経口的に患者の体
内で前進させることができる。そのような区画あるいは襞は、器官の内部に規制的な障壁
を形成できるとともに、外科的なルーワイ胃バイパス手技の結果として生じた嚢のように
活動性の胃として本質的に作用する、残りの胃の容積より小さい嚢あるいは胃管腔を形成
するために配置できる。区画または襞の配置および／または形成の実施例の詳細は、米国
特許第６，５５８，４００号、２００２年７月２日に出願された米国特許出願第１０／１
８８,５４７号、および２００３年４月１６日に出願された米国特許出願第１０／４１７,
７９０号に見ることができる。なお、それらの内容の全体がこの参照によって、本願明細
書に組み込まれるものとする。
【０００９】
　この装置は、様々な方法で例えば経口的に、肛門から、内視鏡的に、経皮的に、腹腔の
外科的手術（自然な開口からの臓器の内視鏡手術）によって、身体の内部に前進させるこ
とができるとともに、（例えば最初に食品容積を受け取る）胃の有効な作用領域を減少さ
せるべく、中空器官の内部に１つあるいはいくつかの区画または襞を形成するために、例
えば胃管腔または隔壁を生成するために、胃キャビティの内部で作動する。形成される小
さな胃管腔は、直径が約１８ｍｍおよび長さが約７０ｍｍ、容積が約１０ｃｃ～約１００
ｃｃ、例えば約１０ｃｃ～約２５ｃｃであり、完全に胃キャビティの内側において、最小
限に侵襲性な手技で達成できる。さらにこの装置は、捕捉した組織を所望の形状へと自動
的に構成できるので、組織の捕捉が達成されると捕捉した組織の操作は不要となる。
【００１０】
　この装置は、全般的に、第１の軸線に沿って互いに並設された第１の捕捉部材および第
２の捕捉部材を備えているが、第１および第２の捕捉部材の間に組織が配置されるように
捕捉部材のうちの少なくとも１つが組織に密着するように構成することも任意であり、ま
た、捕捉部材のうちの少なくとも１つが第１の軸線に対して送達状態と配備状態との間で
移動自在に構成することも任意である。さらにこのシステムは、第１および第２の捕捉部
材の間に着脱自在に配置された隔壁またはセパレータを備え、捕捉部材のうちの少なくと
も１つが、送達状態と配備状態との間で隔壁に対して移動自在である。
【００１１】
　ハンドルは、細長い本体あるいは部材の近位端に配置されて、中空器官の内部で前進す
る装置を操作すると共に、捕捉部材の開放および閉鎖／組織上への締め付けを制御するた
めに用いることができる。細長い本体は、一連のリンクを有することもできるし、捕捉装
置の様々な制御機構を収容するために１つ若しくは複数の様々な管腔と共に押出成形する
こともできる。同様に、制御機構は、互いにまとめることができるとともに、熱収縮する
あるいは螺旋状に巻かれた接着剤付きテープといった薄い表皮シースで包むことができる
。作動管腔は、細長い部材の全体にわたって延びることができるとともに、この組立体の
遠位端が中空器官の内部に配置されたときに、内視鏡や他の視覚化装置および／または絞
断器、切除術ツール、生検ツールといった治療装置といった様々な外科的ツールの遠位端
へのアクセスを提供するべく、その大きさを設定できる。捕捉部材は、この組立体を配置
するために適合させ得る受動的あるいは能動的なヒンジ部材を介して、細長い本体に連結
できる。捕捉部材は、アンビル部材と並列に長手方向に配置されたカートリッジ部材を有
することができる。カートリッジ部材は、１つあるいはいくつかの締着具、例えばステー
プル、クリップ、アンカー等を含むことができ、それらはハンドル組立体上の近傍側に配
置された制御部材を介して作動させることができる。さらに、隔壁または組織障壁は、カ
ートリッジ部材とアンビル部材の間に着脱自在に配置できるとともに、カートリッジ部材
および／またはアンビル部材に組織が交差して捕捉されることを最小化しあるいは排除す
るために用いることができる。
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【００１２】
　本願明細書に開示された装置を用いて中空器官の内部に隔壁を配置する方法は、全般的
に、中空器官の内部の組織領域に隣接させて第１の捕捉部材および第２の捕捉部材を配置
する段階を含み、第１および第２の捕捉部材は第１の軸線に沿って互いに並設され、前記
領域から第１および第２の捕捉部材へとそれぞれ組織を密着させ、密着させた組織を第１
および第２の捕捉部材の間に固定する。そのような方法は、捕捉部材のうちの少なくとも
１つを縦方向の軸線の周りで開放したあるいは閉じた状態へと回動させることを含み、さ
らに別の方法は、少なくとも１つの部材を横方向の軸線の周りで回動させることを含む。
他の方法はまた、捕捉部材により捕捉される組織の領域の長さを制御するために、第１お
よび第２の捕捉部材に対して隔壁あるいは組織障壁を動かし、あるいは第１の捕捉部材と
第２捕捉部材の間から隔壁を取り除くことを含む。
【００１３】
　また、第１および第２の器官の内部から隔壁を配置する方法が開示されている。器官の
組織に着脱自在に密着する第１および第２の領域を有した組織治療装置を、第１および第
２の領域の間に密着した組織を固定するために用いることができる。一実施形態において
、胃の組織に加えて、食道の下側の括約筋を含む胃食道接合部（ＧＥＪ）の組織が、この
組織治療装置により捕捉される。この組織治療装置は、嚢または食道の延長部を胃キャビ
ティの内部に形成するために、ＧＥＪから出発して胃キャビティの内部で終了する１つ若
しくは複数の襞を形成する。
【００１４】
　この装置が送達状態にある間、この装置の遠位側の機能部分の部品（カートリッジ部材
およびアンビル部材）は、カートリッジおよびアンビルが隔壁の周りに並列に直接的に配
置されるように配設される。好ましく配置されると、カートリッジ部材およびアンビル部
材の１つあるいは両方が、支軸の回りに回動し、あるいは互いに平行に移動する。それか
ら、胃壁の一部が、それらの開口によって、あるいはその内部に引っ張られて捕捉される
。カートリッジ部材およびアンビル部材の形状およびこの装置の胃の内部における位置決
めは、組織を捕捉する手順が捕捉した組織に対して装置を自動的に調節するようなものと
なっている。あるいは、カートリッジおよびアンビル部材は、一定距離の範囲で、すなわ
ち一定の距離の締付隙間で接近できる。さらに、この装置は、胃壁の部分が捕捉されると
固定のために自動的に配置されるとともに、胃の内部において、装置の遠位側の機能部分
の周りおよび遠位側の機能部分の内側容積の内側で組織が自動的に調整されあるいは張力
が負荷されるように構成されていて、所望の最終形状（例えば小さい胃嚢、規制的な隔壁
あるいはバッフル）を達成するようになっている。組織を捕捉する態様により、組織はカ
ートリッジ部材およびアンビル部材を密接に囲み、結果として生じる胃管腔の容積を定め
あるいは較正する。これより、カートリッジ部材およびアンビル部材の容積を調整するこ
とによって、あるいはアクセサリ装置、例えばスコープあるいはバルーンを用いることに
よって、胃容積をいくらか制御できる。その結果、所望の容積を知って装置に組み入れる
と、ユーザは、手順の調整あるいは位置決めの必要なしに制御された捕捉を達成できる。
【００１５】
　隔壁は開口の間の障壁として効果的に作用して各開口への組織の捕捉を容易にしつつ、
カートリッジ部材および／またはアンビル部材に組織が交差して捕捉されることを最小化
しあるいは排除する。他の変形例においては、装置から隔壁を省略できるとともに、開口
内部の負圧力を順番に起動させることによって、組織の捕捉を達成できる。組織を捕捉す
ると、隔壁は、カートリッジ部材およびアンビル部材の遠位側にあるいは近位側に平行移
動させることによって、カートリッジ部材とアンビル部材の間から取り除くことができる
し、あるいは後からの取り出しのために胃の内部に残すこともできる。あるいは、隔壁を
回転させ、折りたたみ、ジョーの間から上方かつ外側に放出できる。１つの変形例おいて
は隔壁が帆を有しており、この帆は、胃に供給された後でカートリッジ部材とアンビル部
材の間で拡げることができるとともに、胃からの取り出しのためにカートリッジ部材とア
ンビル部材との間で折りたたむことができる。
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【００１６】
　組織治療装置のカートリッジ部材には、キャビティの内部に襞を形成した後で、着脱自
在なステープルカートリッジを再び装填できる。これは、同じ組織治療装置がキャビティ
の内部に多数の襞を形成できるようにする。胃キャビティを治療する方法は、カートリッ
ジ部材から容易に取り除くことができる第１の着脱自在なステープルカートリッジからの
ステープルを用いて、胃キャビティの内部に第１の襞を形成することを含む。次いで、第
２の着脱自在なステープルカートリッジがカートリッジ部材に挿入され、第２の着脱自在
なステープルカートリッジからのステープルを用いて第２の襞が胃キャビティの内部に形
成される。
【００１７】
　胃キャビティの内部に襞を形成する他の方法は、カートリッジ部材およびアンビル部材
を一体に締め付け、次いで捕捉した組織にステープルを打ち込む前に捕捉した組織の襞を
再評価することを含む。この方法は、組織治療装置によって、所望の組織が捕捉され、か
つ捕捉した組織内に襞あるいはプリーツがないことを確実なものとすることを助ける。胃
キャビティ内に組織治療装置を経口的に挿入した後、治療のための目標領域の胃の組織を
組織治療装置で捕捉する。次いで、組織治療装置のカートリッジ部材およびアンビル部材
は互いに締付けられて捕捉した目標組織を把握し、捕捉した目標組織を内視鏡で検査する
ために胃キャビティにガスを吹き込むことができる。検査の結果、捕捉した組織が目標と
した組織でなく、あるいは捕捉した組織の内部に襞またはプリーツがあることが明らかと
なった場合は、捕捉した組織を組織治療装置から解放して再び捕捉できる。検査の結果、
捕捉した組織が所望のスリーブを形成するものであることが明らかな場合、胃キャビティ
内のガスを再び吸引すると共に、カートリッジ部材およびアンビル部材の開口を吸引して
、完全に組織を捕捉する。組織治療装置は、障壁、例えば隔壁を含むことができる。この
場合、障壁は、固定する組織の長さを制御するためにカートリッジ部材とアンビル部材の
間で移動可能であり、あるいはカートリッジ部材およびアンビル部材の作動表面の全体を
締め付けるためにカートリッジ部材とアンビル部材の間から取り除かれる。その後、カー
トリッジ部材およびアンビル部材は互いに締め付けられ、捕捉した組織を検査するために
胃キャビティ内に再びガスが吹き込まれる。検査の結果、捕捉した組織の襞の形成が所望
のものであることが明らかとなった場合、カートリッジ部材およびアンビル部材は互いに
完全に締め付けられ、捕捉した組織は、胃キャビティおよびＧＥＪの内部に胃スリーブを
形成するための襞とされる。
【００１８】
　他の方法は、カートリッジ部材およびアンビル部材を互いに軽く締め付けるとともに、
捕捉した組織にステープルを打ち込む前に捕捉した組織の襞を再評価することを含む。組
織治療装置を経口的に胃キャビティに挿入した後、治療の目標領域において、組織治療装
置によって、胃の組織を捕捉する。次いで、組織治療装置のカートリッジ部材およびアン
ビル部材は互いに軽く締め付け捕捉した目標組織を把握し、捕捉した目標組織を内視鏡で
検査するために胃キャビティにガスを吹き込む。検査の結果、捕捉した組織が目標とする
組織でないこと、あるいは捕捉した組織の内部に襞またはプリーツがあることが明らかに
なると、捕捉した組織を組織治療装置から解放して再び捕捉できる。検査の結果、捕捉し
た組織が所望のスリーブを形成するものであることが明らかになった場合、胃キャビティ
からガスを吸引し、カートリッジ部材およびアンビル部材を完全に締め付け、胃キャビテ
ィの内部で少なくとも部分的に胃スリーブを形成するために捕捉した組織を襞にする。組
織治療装置は、障壁、例えば隔壁を含むことができる。この場合、障壁は、固定される組
織の長さを制御するためにカートリッジ部材およびアンビル部材の間で移動可能であり、
あるいはカートリッジ部材およびアンビル部材の作動表面の全体を締め付けるためにカー
トリッジ部材とアンビル部材の間から取り除かれる。
【００１９】
　胃キャビティの容積を減少させるためのシステムは、胃キャビティの少なくとも一部に
襞を形成する組織治療装置と、胃キャビティをさらに規制する規制装置とを備える。組織
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治療装置によって、胃の小彎に沿ってスリーブを形成するときには、スリーブに一重の襞
を形成するべくアンビル部材とカートリッジ部材の間に組織を捕捉するために規制装置を
用いることができる。この規制装置は、所望の組織を捕捉するためにアンビル部材とカー
トリッジ部材の間に配置された負圧ポッドを有することができる。スリーブの遠位側の出
口は、その近傍に規制装置によって、襞を配置することによって、小さくすることができ
る。さらに、組織治療装置は胃キャビティの内部に多数の連続襞を形成できる。不必要な
小孔が多数の襞の間に形成された場合、この規制装置はそれらの不必要な小孔を閉じるた
めに用いることができる。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１】胃形成術装置の一実施形態を示す斜視図。
【図２】胃形成術装置の細長い管状部材を形成するために用いるリンクを示す斜視図。
【図３】図２中の破断線３－３に沿った横断面図。
【図４】細長い管状部材を形成するために用いる多数のリンクを互いに連結した状態で示
す図。
【図５】胃形成術装置における組織治療装置を、ジョーを開放してワイヤレトラクタおよ
び帆を拡げた状態で示す図。
【図６】組織治療装置の要部断面図。
【図７】組織治療装置の負圧ポッド内に配設できるバスケットの変形例を示す図。
【図８】組織治療装置のジョーの間に配置できる帆を具備した隔壁の変形例を格納状態あ
るいは送達状態で示す図。
【図９】図８の隔壁および帆を、レトラクタワイヤが拡がって帆が上がっている状態で示
す図。
【図１０】図９の拡がったレトラクタワイヤおよび帆を、隔壁が隔壁レール上で遠位側に
移動した状態で示す図。
【図１１】胃形成術装置の組織治療装置を内視鏡と並んだ送達形状で示す図。
【図１２】組織治療装置の遠位端に取り付けられて裂けている柔軟な先端部分のスリット
内に隔壁が配置されるように、ジョーを開くとともに、帆およびレトラクタワイヤを拡げ
、かつ隔壁を隔壁レール上で遠位側に移動させた状態で図１１の組織治療装置を示す図。
【図１３】明瞭さのために遠位側の先端部分を取り除いた状態で示す組織治療装置の後方
斜視図。
【図１４】着脱自在なステープルカートリッジを示す斜視図。
【図１５】着脱自在のステープルカートリッジを、組織治療装置のカートリッジ部材の内
部に配置した状態で示す斜視図。
【図１６】着脱自在なステープルカートリッジを、組織治療装置のカートリッジ部材の内
部に配置された状態で示す要部破断側面図。
【図１６Ａ】ステープルカートリッジから放たれてアンビルに圧着されたステープルの要
部破断側面図。
【図１７】丸いワイヤステープルを示す図。
【図１８】柔軟で細長い部材の遠位端に接続されたエンドリングの平面図。
【図１９】組織治療装置を閉じた状態で示す要部断面図。
【図２０】組織治療装置を開いた状態で示す要部断面図。
【図２１】組織治療装置の他の実施形態を、遠位側の締め付けワイヤを遠位側の縦滑車に
巻回した状態で示す図。
【図２２】組織治療装置の他の実施形態を、遠位側の締め付けワイヤを遠位側の縦滑車に
巻回した状態で示す図。
【図２３】組織治療装置の他の実施形態を、遠位側の締め付けワイヤを遠位側の縦滑車に
巻回した状態で示す図。
【図２４】組織治療装置の他の実施形態を、遠位側の締め付けワイヤを遠位側の縦滑車に
巻回した状態で示す図。
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【図２５Ａ】アンビル部材がカートリッジ部材と一直線に並んで閉じている状態の組織治
療装置を示す要部横断面図。
【図２５Ｂ】カートリッジ部材がアンビル部材からオフセットして閉じている状態の組織
治療装置を示す要部断面図。
【図２６】テーパ状のアンビル部材を備える組織治療装置の一実施形態の要部断面図。
【図２７Ａ】湾曲しあるいは捩れたアンビル部材を備える組織治療装置の他の実施形態を
示す図。
【図２７Ｂ】閉じた装置の遠位端を締め付けるための幅の広いストッパおよびピンをその
近位端に有した組織治療装置の一実施形態の要部断面図。
【図２８Ａ】組織治療装置のジョーの閉鎖を補助するために組織治療装置の遠位端に接続
されたケブラーロープの実施形態を示す図。
【図２８Ｂ】組織治療装置のジョーの閉鎖を補助するために組織治療装置の遠位端に接続
されたケブラーロープの実施形態を示す図。
【図２８Ｃ】組織治療装置のジョーの閉鎖を補助するために組織治療装置の遠位端に接続
されたケブラーロープの実施形態を示す図。
【図２９Ａ】組織治療装置のジョーの閉鎖を補助するために組織治療装置の遠位端に接続
されたステンレス鋼線の実施形態を示す図。
【図２９Ｂ】組織治療装置のジョーの閉鎖を補助するために組織治療装置の遠位端に接続
されたステンレス鋼線の実施形態を示す図。
【図２９Ｃ】組織治療装置のジョーの閉鎖を補助するために組織治療装置の遠位端に接続
されたステンレス鋼線の実施形態を示す図。
【図３０】ジョーの閉鎖を検出するスイッチを備えた組織治療装置の近位端を示す図。
【図３１】ジョーの閉鎖を検出する負圧検出装置を備えた組織治療装置の近位端を示す要
部断面図。
【図３２】ジョーの閉鎖を検出する負圧検出装置を備えた組織治療装置の近位端を示す要
部断面図。
【図３３】ジョーの閉鎖を検出する光ファイバセンサを備えた組織治療装置の近位端を示
す図。
【図３４】ジョーの閉鎖を検出する光ファイバセンサを備えた組織治療装置の近位端を示
す図。
【図３５】ジョーの閉鎖を検出する光ファイバセンサを備えた組織治療装置の近位端を示
す図。
【図３６】ジョーの閉鎖を検出する近接センサを備えた組織治療装置の近位端を示す図。
【図３７】ジョーの閉鎖を検出する機械式クランプを備えた組織治療装置の近位端を示す
図。
【図３８】ジョーの閉鎖を検出する機械式クランプを備えた組織治療装置の近位端を示す
図。
【図３９】ジョーの閉鎖を検出するための正圧装置を備えた組織治療装置の近位端を示す
要部断面図。
【図４０】ハンドル組立体を示す斜視図。
【図４１】図４０に示したハンドル組立体を示す要部断面図。
【図４１Ａ】ハンドル組立体の内側に配設されたプッシュ／プル機構を示す図。
【図４１Ｂ】ハンドル組立体の内側に配設されたプッシュ／プル機構を示す図。
【図４２】胃キャビティ内に胃スリーブを形成する方法を示す図。
【図４３】胃キャビティ内に胃スリーブを形成する方法を示す図。
【図４４】胃キャビティ内に胃スリーブを形成する方法を示す図。
【図４５】胃キャビティ内に胃スリーブを形成する方法を示す図。
【図４５Ａ】胃キャビティ内に胃スリーブを形成する方法を示す図。
【図４６】胃キャビティ内に胃スリーブを形成する方法を示す図。
【図４６Ａ】胃キャビティ内に胃スリーブを形成する方法を示す図。
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【図４７】胃キャビティ内に胃スリーブを形成する方法を示す図。
【図４８】胃キャビティ内に胃スリーブを形成する方法を示す図。
【図４９】胃キャビティ内に胃スリーブを形成する方法を示す図。
【図４９Ａ】胃キャビティ内に胃スリーブを形成する方法を示す図。
【図５０】ステープラリストリクタの変形例を示す斜視図。
【図５０Ａ】ステープラリストリクタのステープラ組立体を閉じた状態で示す図。
【図５０Ｂ】ステープラリストリクタのステープラ組立体を開いた状態で示す図。
【図５０Ｃ】ステープラリストリクタのステープラ組立体を、ラバーチップおよび着脱自
在なステープルカートリッジを取り除いた状態で示す図。
【図５０Ｄ】ステープラリストリクタのステープラ組立体を、アンビル部材を取り除いた
状態で示す図。
【図５０Ｅ】着脱自在なステープルカートリッジおよびステープラ組立体のカートリッジ
部材の内側に装着されたラバーチップを示す図。
【図５１】遠位側の出口を狭くするために胃スリーブの遠位側の出口の近傍に一重の襞の
組織を形成するための一つの方法を示す断面図。
【図５２】遠位側の出口を狭くするために胃スリーブの遠位側の出口の近傍に一重の襞の
組織を形成するための一つの方法を示す断面図。
【図５３】遠位側の出口を狭くするために胃スリーブの遠位側の出口の近傍に一重の襞の
組織を形成するための一つの方法を示す断面図。
【図５３Ａ】遠位側の出口を狭くするために胃スリーブの遠位側の出口の近傍に一重の襞
の組織を形成するための一つの方法を示す断面図。
【図５４】１つの二重襞で形成されるとともに３つの一重の襞で規制された胃スリーブの
断面図。
【図５５】図５５は、胃スリーブを狭くするために長いスリーブを形成する２つの二重襞
およびより小さい曲線に沿った２つの一重襞を有した胃キャビティを示す図。
【図５６】胃スリーブを狭くするために、長いスリーブを形成する３つの二重襞および小
彎に沿った３つの一重襞を有した胃キャビティを示す図。
【図５７】胃食道接合部から幽門へと長いスリーブを形成する４つの二重襞を有した胃キ
ャビティを示す図。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　組織を捕捉して固定するための胃形成術装置およびその使用方法について説明する。全
般的に、本明細書に記載される胃形成術装置は、胃や食道の接合部および／または胃腸管
の他の部分といった１つの中空臓器あるいは２つの中空臓器の内部に仕切壁を形成するた
めに用いることができる。この胃形成術装置は、中空臓器の内部に１つあるいは複数の区
画または襞を作り出すために、例えば胃の内部に胃管腔を作成するために、経口的、肛門
的、内視鏡的、経皮的といった様々な方法により身体内部で前進させることができる。さ
らに、この胃形成術装置は、腹腔鏡による誘導、特にその配置を助けるために、あるいは
臓器キャビティーの内部における手技をモニターするために、中空臓器の外側表面の視覚
化を用いつつ支援できる。同様に、本発明の装置は、他の腹腔鏡手技に関連させて用いる
こともできるし、仕切壁の幾何学的な形状を改良するための追加の段階あるいは手技によ
って、さらに変更することもできる。例えば、本発明の仕切壁を配置してから、胃形成術
上の所望の幾何学的形状を達成するための、２００２年７月２日に出願された米国特許出
願第１０／１８８，５４７号に記載されているような一重の折たたみまたは襞の胃管腔あ
るいは嚢の内部への配置や、嚢を通る食品の動きを規制するための、ＶＢＧにおいて、行
われるような胃管腔の出口へのバンドクリップ、リングあるいは他の中空な補強材の腹腔
鏡的な配置、あるいは管腔の出口を補強しあるいは狭くするラップバンド手技といった、
二次的な段階を経口的にあるいは腹腔鏡的に実行することが望ましい。なお、上記出願の
内容の全体がこの参照によって、本願明細書に組み込まれるものとする。
【００２２】
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　ここに記載されている胃形成術装置は、より小さい胃管腔の作成を、完全に胃キャビテ
ィおよび胃食道接合部の内側から、最小限に侵襲性の外科手技で達成できるようにする。
さらに、本願明細書に記載されている装置は、組織の捕捉を達成すると、獲得した組織を
所望の形状に自動的に構成できるので獲得した組織のいかなる処置も必要でなくなるよう
に構成されている。これにより、この装置の幾何学的形状は、獲得したときに結果として
生じる組織の幾何学的形状に近いものとなっている。作動の際には、装置の外周およびそ
の内部の全ての開口が、その回りおよびその内部へと組織が流れるテンプレートあるいは
モールドキャビティを形成し、それによって、モールドの幾何学的形状に近い組織の構造
を作り出す。すなわち、この装置はそのようなものとして構成されているので、胃壁の部
分は捕捉されると固定のために自動的に配置され、かつ組織は胃の内部の装置の遠位側の
作動部分の外周でおよび遠位側の作動部分の内側容積の内部で自動的に調整されあるいは
張力が負荷されて、所望の幾何学的形状（例えば小さい胃嚢、規制的な仕切壁または邪魔
板、あるいは食道の延長部）を達成する。組織を捕捉するこのようなやり方により、組織
はカートリッジ部材およびアンビル部材を密接に囲み、結果として生じる胃管腔の以降の
容積を定めあるいは調整する。したがって、カートリッジ部材およびアンビル部材の体積
を調整することにより、前もって胃の容積を決定できる。ある種の形状を達成しあるいは
この嚢をさらに規制するために、必要に応じ、組織のさらなる処置を実行することもでき
るが、この操作は完全に省略することもできる。
【００２３】
　胃形成術組立体５０の一実施形態が図１に示されている。この組立体５０は、近位端５
４および遠位端５６を有する細長い管状部材５２を備えているが、この細長い部材の内部
には管腔５８が画成されている。図１に示したように、ハンドル組立体６０が細長い部材
の近位端に接続されるとともに、組織処理装置あるいは作動部材６２が細長い部材の遠位
端に取り付けられている。組織処理装置は、胃キャビティおよび胃食道接合部の内部に一
重のあるいは二重の折たたみ襞を形成するために用いられる。
【００２４】
　細長い管状部材５２の断面は、円形あるいは楕円形とすることができる。あるいは、こ
の断面領域は任意の異なる断面形状を取ることができ、身体の内部の組織表面に対して非
外傷性の表面を呈するならば六角形や八角形等とすることもできる。図示の実施形態にお
いて、この細長い部材は、その柔軟性を増加させる一連のリンク６４を有した柔軟な軸と
なっており、それによって、この装置の取り扱いおよび操作の容易さを高めている。管腔
５８は、管状部材の全体に延びることができるとともに、組立体５０の遠位端が中空臓器
の内部に配置されたときに様々な外科手術用ツールあるいは治療法が遠位端５６にアクセ
スできる大きさに設定され、特に手技の間における即時の視覚化のために内視鏡または他
の視覚化ツールを配置するために有用である。あるいは、ファイバースコープ若しくは他
のタイプの視覚化ツールをこの細長い部材の内部に一体化できる。有用なスコープの実例
は、オリンパスＧＩＦＰ１４０、フジノンＥＧ２５ＰＥ等である。選択的な別個の薄い壁
のシースあるいはライナ６６は、配置を助けるために細長い部材のリンクを含む捕捉装置
上に配置することもできるし、胃形成術装置を配置する前に食道の下流において、ガイド
ワイヤあるいは閉塞具の上に配置すると共に、手技が終了したら胃形成術装置と共に除去
できる。シースあるいはライナは、好ましくは約０．００１インチ～約０．０２５インチ
の肉厚の薄肉ポリマー、例えばポリオレフィン、ポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ
）、発泡ＰＴＦＥ（ｅＰＴＦＥ）、シリコーン等から製造できる。このライナは、食道お
よび他の弱い組織の傷付きの抑制を助けるばかりでなく、胃形成術装置を案内する役割を
果たす。
【００２５】
　図２は、第１の端部７０および第２の端部７２を具備した円形の本体部分６８を有する
単一のリンク部材６４の斜視図を示している。円形の本体部分は、管腔５８の少なくとも
一部を画成している。複数のリンクを適切に連結して管腔を形成するために、芯合わせポ
イントが円形の本体部分上に配設されている。一実施形態においては、リンクの第１の端
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部が少なくとも２つの半径方向ピン７４を有すると共に、複数のリンクを連結するときに
隣接するリンクの半径方向ピンと補完し合う少なくとも２つの（図３に示されている）半
径方向開口７６を第２の端部が有している。半径方向ピン（および半径方向開口）は、リ
ンクの端部の周りにそれぞれ９０度より小さい角度で配置されて示されている。しかしな
がら、半径方向ピン（および半径方向開口）は、リンクの端部の周りにおいて、それぞれ
０度近くから１８０度に配置できる。ピンおよび補完的な開口は、円形、楕円形あるいは
任意の多角形等の任意の形状とすることができる。図２に示すように、リンクの円形の本
体部分に切り込まれあるいは形成された複数の溝穴７７があり、細長い管状部材５２が撓
むようにしている。この実施形態においては、第１組の溝穴が第１の端部に隣接して配置
されるとともに、第２組の溝穴が第２の端部に隣接して配置されているが、第２組の溝穴
の位置は第１組の溝孔の位置に対してオフセットされている。
【００２６】
　ここで図２中の破断線３－３に沿った断面図である図３を参照すると、管腔５８を内視
鏡管腔８２および三つの作動管腔８４に分割する内側アーチ７８および分割部８０を有し
た、リンク６４の内側キャビティの一実施形態が示されている。一実施形態においては、
内側アーチだけが有って分割部がなく、内視鏡管腔と１つの作動管腔だけがある。リンク
の管腔内に区画が存在しないことも予想しうる。内視鏡管腔は、内視鏡がそこを通過でき
るように寸法決めされている。ある例示的な実施形態では、内側アーチおよび分割部は全
てのリンクの内部に形成されるが、内側アーチおよび分割部はリンクの全長の一部、例え
ば第１組の溝穴７７ａと第２組の溝穴７７ｂとの間に沿って延びるだけである。あるいは
、内側アーチおよび分割部は、細長い部材５２を形成するスライドリンクの連鎖において
、一つおきに形成されてその柔軟性の増加を助ける。作動管腔８４は、組織処理装置６２
の開閉を制御する様々なケーブル、および組織処理装置のステープルカートリッジ内から
のファスナ／ステープルの配備を起動させる追加のケーブルのための通路をもたらしてい
る。さらに、作動管腔は、組織処理装置の内部に形成された負圧ポッドに接続されている
負圧管の通路、および（組織処理装置から隔壁を除去するために用いる）レトラクタワイ
ヤおよび隔壁ワイヤの通路に用いることができる。作動管腔によってもたらされるこれら
の通路は、ケーブルおよびコイルパイプのはなはだしい動きを防止して、内視鏡がもつれ
ないように保つ。細長い部材の内部の作動管腔は、シャフトが湾曲している間に重要な、
ケーブルおよびコイルパイプの小さな動きを可能にする。
【００２７】
　図４に示したように、３つのリンク６４が連結されて、リンクの円形の本体部分６８に
形成された溝穴７７において、湾曲しあるいは屈曲している。これらのリンクは、１つの
リンクの半径方向ピン７４を隣接するリンクの半径方向開口７６に挿入することによって
、一体に取り付けられあるいは連結されるとともに、リンク部材の端部にある平坦な位置
決め平面の全体にわたって隣接するリンクが一体に接着される。各リンク間の取付けを形
成する鳩尾継手を用いて、リンクを機械的に一体に接合し得ることもまた予想される。こ
のようなリンクの設計は、細長い部材５２の長手方向に沿ったトルクの伝達を可能にする
。いくつかのリンクは、細長い部材のうち所望の長さに応じて互いに取り付けられる。典
型的に、細長い部材の長さは患者の解剖学的な長さにより決定され、装置の遠位端が患者
の胃の内部に到達しつつ、ユーザが操縦装置を操作するのに十分な長さである約３０ｃｍ
～１１０ｃｍ、例えば約５０ｃｍ～７０ｃｍの長さで近位端が患者の口から延び出るよう
になっている。また、細長い部材の直径は、概ね６０フレンチ未満、好ましくは概ね５４
フレンチ以下である。一実施形態において、ライナ６６は、連結されたリンクの外側表面
に巻き付けられたポリエチレンテープであって、食道および他の弱い組織の傷付きを抑え
るとともに、シャフトの伸長性を規制しつつ細長い部材の湾曲を可能にする。カバーとし
て用い得る他の材料にはシリコーン、ウレタンあるいは他のポリマーが含まれる。さらに
他の実施形態において、そのようなコーティングは、テープとして巻き付けるのではなく
、コーティングあるいはシースとしてスプレーしあるいは塗布できる。しかしながら、細
長い部材は、編まれた、モールド成形された、あるいは溝付きの任意の金属またはポリマ
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ーのような材料を用いて形成し得ることもまた予想される。細長い部材は、リンクを有し
ないポリマーから一体に形成することもできる。
【００２８】
　図１および図５を参照すると、細長い部材５２の遠位端５６に取り付けられた組織処理
装置６２は、アンビル部材すなわちジョー８８に並んで長手方向に配置されたカートリッ
ジ部材すなわちジョー８６を具備した作動部分を有している。ジョーの長さは好ましくは
約７０ｍｍであるが、約４０ｍｍ～約１００ｍｍの範囲とすることができる。また、閉じ
た状態のジョーの直径は約１６ｍｍであるが、約２２ｍｍ未満の任意の直径とすることが
できる。この組織処理装置を用いるときに、胃壁の組織（いくつかの実例では筋肉組織層
を含む）は遠位側の作動部分の周りに調整されあるいは張力が負荷されて、遠位側の作動
部分の内側容積の内部で所望の最終的な幾何学的形状（例えば、小さい胃嚢または規制的
な仕切り壁または邪魔板）を達成する。したがって、胃嚢の容積は、組織処理装置の容積
、内側あるいは外側の輪郭を調整することにより前もって決定できる。典型的に、胃の内
部に形成される嚢の容積は、１つの襞を用いる場合には約１０ｃｃ～２２ｃｃ、胃の内部
により長い嚢を形成するために２つの襞を用いる場合には約２０ｃｃ～５０ｃｃである。
カートリッジ部材８６は、１つあるいは複数の留め具、例えばステープル、クリップ、ア
ンカー等を含むことができるが、ハンドル組立体６０上の近位側に配置されている操縦装
置を介して作動させることができる。隔壁８９はカートリッジ部材とアンビル部材の間に
着脱自在に配置できるとともに、接続部材またはピン９４は処理装置を細長い管状部材に
接続できる。隔壁は、装置のジョーの間で組織の障壁として作用し、一実施形態において
は帆に取り付けられたベース部９０を有する。非外傷性の遠位側の先端部分９６は、外傷
を食道および胃キャビティに限定するべく、組織処理装置の遠位端に取り付けることがで
きる。この実施形態において、非外傷性の遠位側の先端部分は、割れている柔軟な先端部
分となっており、組織処理装置のジョーにより開閉されて、隔壁がジョーから遠位側へと
外側に移動するときに胃組織を隔壁から保護する。さらに、遠位側の先端部分の長さは約
４インチであることが好ましい。しかしながら、胃の内部に形成される組織の折たたみの
内側に先端部分および組織処理装置が捕らえられることを防止するために２～５インチの
長さが望ましい。非外傷性の近位側の尾部９７もまた、アンビル部材の近位端上に配設さ
れた状態で示されている。同様に、カートリッジ部材も非外傷性の近位側の尾部を有する
ことができる。近位側の尾部は柔らかい樹脂から形成されており、この装置が新しく形成
された嚢の内側で近位側に移動しあるいは胃キャビティから完全に取り除かれるときに、
患者に対する外傷の防止を助ける。マストあるいは帆アーム１００に取り付けられた、ベ
ース部９０の上方に帆９２を広げるためのレトラクタワイヤ９８が存在している。装置の
ジョーが開放したときに伸長するばね付勢された帆アームによって、帆を持ち上げ得るこ
とも予想される。また、その一端が帆アームに取り付けられるとともにその他端がハンド
ル組立体に取り付けられたプルワイヤによって、帆を持ち上げることができる。帆を持ち
上げるために、ユーザは、ヒンジ式の帆アームを動かすためにプルワイヤを近位側に引い
て帆を広げる。組織処理装置の他の実施形態はレトラクタワイヤを有しており、かつ帆に
ついては、２００５年１１月１７日に出願された米国特許出願第１１／２８２、３２０号
の図７６～図８０を参照して更に詳細に説明する。なお、この出願の内容の全体がこの参
照によって、本願明細書に組み込まれるものとする。
【００２９】
　明瞭さのためにカートリッジおよびアンビル部材８６、８８だけの断面図である図６に
示したように、組織処理装置６２の両方の部材は、各部材の長さの一部あるいは全体にわ
たって開口あるいは負圧ポッド１０２、１０４をそれぞれ画成している。これらの開口の
一方あるいは両方は、細長い部材５２を貫通している管材料により、ハンドル組立体６０
に配置された負圧ポートに接続できる。あるいは、中央負圧管腔は、両方のポートに供給
することもできるし、細長い部材の近位端あるいは遠位端において、二叉に分かれること
もできる。目標とする組織は、負圧を印加したときにこれらの開口に吸い込むことができ
る。開口の端部に組織が捕られるあるいは引っ掛かることを防止するために、孔を具備し
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たバスケット１０６を各開口の内側に配置できる。さらに、このバスケットは、負圧開口
の内部の充満状態を維持し、負圧ポッドのあらゆる領域に負圧が流れることを可能とする
。図７に示されているバスケットの一実施形態は、各側面に３つの開口の列を有しており
、各開口の寸法は幅が約０．０７０インチで高さが約０．０６０インチとなっている。し
かしながら、各側面における任意の数の開口列および様々な寸法のバスケットもまた予想
される。また、組織の「ばり取り」を防止するため、組織処理装置の外側はできる限り平
滑に設計されている。これは、組織が装置の周りから開口へと「流れ」るようにする。特
定の目標組織をより多く捕捉するべく、捕捉が特定の組織の流れを遅らせる、すなわちポ
ッド内への粘膜層の流れを遅らせてより多くの漿膜層を集めることができるように外側の
形状を達成することが望ましい。
【００３０】
　隔壁８９および組織処理装置６２の一実施形態の詳細が、図５および図８～図１２に示
されている。カートリッジ部材８６およびアンビル部材８８の両方あるいは一方を、互い
にあるいは細長い部材５２に対して回動自在とすることができる。カートリッジ部材とア
ンビル部材の間で長手方向に配置されているヒンジは、組織を捕捉するための開いた形状
、および中空臓器への送達あるいは前進のために閉じたあるいは配備のための形状へと、
この装置が回動できるように構成できる。一実施形態において、レトラクタワイヤ９８は
、細長い部材の近位端５４から組織処理装置へと延びて部材８６、８８を回動させるヒン
ジを通過する。他の実施形態において、このレトラクタワイヤは、組織処理装置の背面に
取り付けられたストラップを通って延びる。
【００３１】
　図８～図１０は、ベース部９０および帆９２を含むスライド隔壁８９の作動を示してい
る。参照を容易にするため、これらの図は組織処理装置の部材８６、８８無しで示されて
いる。隔壁のベース部９０は、カートリッジ部材８６とアンビル部材８８の間でこれらの
２つの部材を連結するヒンジ上に配設された隔壁レール１０８の内側に、スライド自在に
配置されている。あるいは、スライドする隔壁は、組織処理装置の内側でおよび外側で平
行移動するために、レールではなくワイヤに取り付けられる。隔壁の近位端上に配設され
たストッパ１１０は、隔壁のベース部が隔壁レールから完全に滑り出ること防止する。こ
のストッパは、隔壁が隔壁レール内に完全に配置されているときには、隔壁レールの近位
側の隆起１１２に接触する（図８を参照）。またこのストッパは、隔壁がレールに沿って
遠位側に押動されたときに隔壁レールの遠位側の隆起１１４に接触する（図１０を参照）
。隔壁ワイヤ１１６は、ユーザがレールに沿って隔壁を動かすべくワイヤを操作する、隔
壁ベース部の近位端に取り付けられたハンドル組立体６０へと、細長い管状部材５２を通
っている。本実施形態においては三角形である帆９２は、その一つの縁部が隔壁ベース部
に取り付けられ、かつ他の縁部は帆アームまたはマスト１００に接続されている。帆アー
ムは、ステンレス鋼あるいはポリマーのような他の硬質材料から製作されるとともに、そ
の第１の端部１２０はリベットまたは他のコネクタによって、隔壁ベース部に取り付けら
れ、かつその第２の端部１２２は湾曲しているレトラクタワイヤ９８の第１の端部１２６
に接続されている。図９に示すように、帆ワイヤ１２４は、三角形の帆の残りの縁部に取
り付けられるとともに、その一端は隔壁の遠位端に連結され、かつその他端は帆アームの
第２の端部の近傍で帆アームに連結されている。他の実施形態においては帆ワイヤを用い
ないこともできるし、あるいはそれに代えて柔軟なテープを用いることもできる。
【００３２】
　レトラクタワイヤ９８の第１の端部１２６は組織処理装置６２に固定され、レトラクタ
ワイヤの残りの部分はヒンジ、隔壁レール１０８および細長い部材５２を通過し、レトラ
クタワイヤの第２の端部１２８は装置５０の近位側の端部５４に配置されている。組織処
理装置６２が送達状態にあって図１１に示すようにジョー８６、８８が閉じているときに
、レトラクタワイヤ９８の第１の端部１２６は割れている柔軟な先端部９６に形成された
スリット１３２内に停止し、帆９２はつぶれた状態にあってジョー８６、８８の間に折り
畳まれている。図８は、隔壁が、送達状態において、組織処理装置の内側にどのように配
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置されているかを示している。図９に示すようにレトラクタワイヤを伸長させるために、
ユーザがレトラクタワイヤの第２の端部を操作してそれを遠位側に押動すると、レトラク
タワイヤの第１の端部が帆アーム１００に取り付けられていることにより、過剰なワイヤ
１３０のループが組織処理装置から延び出る。伸長したレトラクタワイヤは、組織が望ま
れずに組織処理装置から離れることを防止して、胃キャビティの内部の組織を制御する。
典型的に、レトラクタワイヤは、胃の大湾を後退させるために配備されるが、粘膜組織の
表面の取り除きを助けることもできるし、胃壁に対する処理装置の物理的な配置をも助け
る。帆アームが硬くて帆のつぶれを防止するので、任意の量の過剰なワイヤを用いること
ができる。
【００３３】
　いくつかの実施形態において、レトラクタワイヤ９８はニチノールワイヤであるが、ワ
イヤの組織を形成するためにステンレス鋼あるいは比較的堅いポリマーを含む任意の材料
を用いることができる。レトラクタワイヤの直径は０．０５２インチであることが好まし
いが、例えば約０．０４５インチ～約０．０７５インチの異なる直径を用いることもでき
る。レトラクタワイヤを伸長させると、組織処理装置６２および隔壁８９のベース部９０
から離れるように帆アーム１００が移動して帆９２が持ち上がる。目標となる組織は、カ
ートリッジ部材８６およびアンビル部材８８に配置された負圧ポッド１０２、１０４に吸
い込まれる。伸びた帆９２は、負圧が発生したときに組織が１つのポッドからその他のポ
ッドヘと交差することを防止する障壁として作用する。このことは、胃キャビティ内に形
成される襞またはステープル線が、いかなる小孔あるいは開口もなしに連続することを確
実なものとすることを助ける。例えば、図４５においては、完全な襞形成が遂行されてＧ
ＥＪの高さにおいて、残余の胃と嚢あるいは管腔との間の連通がないように、胃のＧＥＪ
領域の組織の捕捉に適合するべく、隔壁レールを遠位側に短い距離だけ前進させることが
できる。
【００３４】
　帆９２は、帆ワイヤ１２４の周りに巻きつけられて固定されるアクリル接着剤付きのポ
リエチレンフィルムを含む、ポリエチレンテープのような任意の柔軟材料から形成できる
が、一実施形態においてはケブラーアラミド線とすることができる。帆を形成するために
用い得る他の材料には任意の樹脂あるいは柔軟な材料が含まれるが、例えば帆要素は、１
枚の材料から切断しあるいは特定の形状にモールド成形できる。そのような他の材料は、
ポリエステル（例えばデラウェア州ウィルミントンのE. I. du Pont de Nemours and Com
panyからのDACRON（ダクロン、登録商標））、ポリプロピレン、ポリテトラフルオロエチ
レン（ＰＴＦＥ）、発泡ＰＴＦＥ（ｅＰＴＦＥ）、ナイロンあるいはシリコンが含まれる
。
【００３５】
　図５、図１１および図１２に示したように、割れている柔軟な先端部分９６は、近位端
１３４および遠位端１３６を具備した円柱状の本体を有している。裂け目１３２は、円柱
状の本体の近位端に形成されるとともに、この装置が送達状態にあるときに（図１１）レ
トラクタワイヤ９８の第１の端部１２６を収容するために十分に幅が広く、かつ円柱状の
本体は、食道を介した挿入のために遠位端に向かう漸進的なテーパを有している。また、
円柱状の本体は、胃キャビティの内側に配置されたガイドワイヤに沿って装置が追従がで
きるように、ガイドワイヤ用管腔１３８を有することができる。裂けている柔軟な先端部
分の近位端は、接着剤により、および／または組織処理装置から延びるピンあるいは支柱
によって、機械的に、組織処理装置６２の遠位端に取り付けることができる。接着剤を用
いる場合、円柱状の本体の近位端の断面の表面領域は、ジョー８６、８８の端部の表面領
域とほぼ同じ大きさでなければならない。裂け目１３２は、裂けている柔軟な先端部分の
組織処理装置による開閉を可能にすると共に、レトラクタワイヤが延びる空間をもたらし
ている。さらに、図１２に示すように、ジョー８６、８８が捕捉した組織にステープル線
を形成できるように隔壁８９が隔壁レール１０８に沿って遠位側に前進したときに、隔壁
ベース部９０はスリット１３２の内側に留まり、したがって柔軟な先端部分は硬いベース
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部が遠位側に動いたときにそれから胃の組織を保護する。あるいは、隔壁自体を柔軟な材
料から形成して、非外傷性でかつ曲げを容易にすることもできる。裂けた柔軟な先端部分
は、開閉しかつ患者の組織に対して非外傷性であるために、シリコーンあるいはウレタン
のような柔軟なエラストマー材料から形成される。
【００３６】
　図１３に最も良く示されているように、内視鏡シュラウドあるいはスリーブ１４０が組
織処理装置６２の背面に取り付けられている。このシュラウドは内視鏡ＥＮのための通路
を提供するが、この通路は柔軟な管状部材５２の遠位端５６から始まるとともに組織処理
装置の背面に沿った端部に終端する。このシュラウドは、組織処理装置に沿った任意の長
さで延びることができるが、組織処理装置の遠位端を過ぎてさらに延びることもできる。
一実施形態において、シュラウドの管状組織は、アクリル接着剤付きのポリエステルフィ
ルムを含むポリエステルテープのようなテープ層により形成されるが、任意の柔軟な材料
をシュラウドの形成に用いることができる。他の材料には、アクリル接着剤付きのポリエ
チレンフィルムを含むポリエチレンテープやポリイミドチューブが含まれる。いくつかの
実施形態において、シュラウドは、マンドレル上にモールド成形しあるいは形成し、それ
から組織処理装置に取り付けることができる。シュラウドの表面は、処置領域へと通過す
るときに食道に対して非外傷性であるために、平滑かつ柔軟であることが好ましい。管状
部材の遠位端にある端部リング１４４にカラー１４２が取り付けられており、かつ図１３
に示すようにシュラウドの近位端はカラーに取り付けられあるいは巻きつけられている。
一実施形態において、カラーは斜めに切断された端部を有していて、この処置装置を患者
の食道の下流により容易に導入できるようにしている。次いでシュラウドは、組織処置装
置の背面に取り付けられたストラップ１４６の周りに巻き付けることによって、組織処置
装置に取り付けられるが、いくつかの実施形態においてはレトラクタワイヤのための通路
を提供することもできる。ストラップを含まない他の実施形態においては、シュラウドを
接着剤で組織処置装置に取り付けることができる。使用の際に、シュラウド管腔は、手技
をリアルタイムに目視するために組織処置装置のジョーの周辺に内視鏡ＥＮを導く。また
、シュラウド１４０は、内視鏡を抱きかかえあるいは収容していて、内視鏡がトルクを負
荷して組織処置装置の配置に影響を及ぼし、あるいは胃形成術あるいは嚢の結果的な幾何
学的形状に影響を与え得る様々な方向へと挿入平面から延び出たり胃臓器の小湾へと延び
たりすることを防止する。
【００３７】
　一実施形態においては、留め具を収容している着脱自在なステープルカートリッジ１４
８をカートリッジ部材８６が有すると共に、凹みを具備したアンビル１５０をアンビル部
材８８が有していて、アンビルのくぼみの位置および数は、着脱自在なステープルカート
リッジの留め具の位置および数に対応している。図１４に示されている着脱自在なカート
リッジは、手技の間に、同じ胃形成術組立体５０を用いて複数のステープル線を胃キャビ
ティの内側に形成できるように着脱自在となっている。図１４を参照すると、ステープル
カートリッジは、ステープルを格納する、上端部１５６および下端部１５８を具備したス
テープルハウジング１５４を有している。上端部は、ステープルが捕捉した組織へとカー
トリッジから飛び出すステープル開口１６０を有している。着脱自在なカートリッジをカ
ートリッジ部材に固定するために、ハウジングは、ハウジングに取り付けられている屈曲
ビーム１６４に取り付けられたロックピン１６２を含むことができる。また、一対の鉗子
あるいは他のツールによって、ステープルカートリッジを捉えてカートリッジ部材から持
ち上げるための領域を提供する、ハウジングの内部に配設された持ち上げ棚１６６がある
。
【００３８】
　ここで図１５を参照すると、着脱自在なカートリッジ１４８がカートリッジ部材８６の
内部の所定位置に係止されている。図示したように、カートリッジ部材は、着脱自在なカ
ートリッジの柔軟なロックピン１６２を受け入れるロック開口１６８を有している。カー
トリッジ部材はまた、リムーバブルカートリッジの持ち上げ棚１６６へのアクセスをもた
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らす持ち上げ隙間１７０を有している。放出し終えたカートリッジをカートリッジ部材か
ら取り除くために、ロック開口からその外側へとロックピンを押圧しあるいは動かすべく
ロック開口に器具を挿入できる。同時に、カートリッジをカートリッジ部材から持ち上げ
るために持ち上げ棚には他の器具を挿入できる。次いで、充填されたカートリッジをカー
トリッジ部材の内側に配置して、ロック開口の内側の位置にロックピンをパチンと嵌める
ことができる。
【００３９】
　カートリッジ１４８内に収容されているステープルを配備するために、楔１７２は、ス
テープル作動ワイヤ１７４により、カートリッジ部材を通って近位側に引っ張ることがで
きる。この作動ワイヤは、後述するように、ステープルを組織に配備すべきときに、ハン
ドル組立体６０によって、操作できる。一実施形態において、楔は、２枚刃の楔であり（
図２５を参照）、かつ近位側に引っ張られると対応するステープル上に配置されたステー
プル押出部材１７６に係合する。ステープル開口１６０によって、図１４に最も良く示さ
れているように、この実施形態においては、ステープルカートリッジに１１本のステープ
ルが３列有り、各カートリッジは合計３３本のステープルを有している。ステープルの外
側の列は互いに位置合わせされているが、ステープルの中間の列はずらして配置されてい
る。単一のステープル押出部材が隣接する列の複数のステープルと係合するように構成さ
れているが、一実施形態においては、１つのステープル押出部材が３つのステープル列の
１つと係合する。所望のステープル線の長さに応じて、より多いあるいはより少ない押出
部材を用いることができる。例えば、ステープルカートリッジは、６～２０の押出部材を
有することができる。図１６は、最も遠位側のステープル押出部材と接触した楔を示して
いる。押出部材は、異なる時点でステープルがアンビルに接触して、ステープルを放出す
るのに必要な力が最適化されるように設計できる。あるいは、その間隔は、組織を回復さ
せる特性から導き出すことができる。または、２つの組合せが押出部材の設計を達成する
。図１６Ａは、複数のステープル押出部材と係合してステープルをアンビル１５０に対し
て放出する楔をより詳細に示している。本実施形態の楔は、典型的に１５度～３０度、例
えば２０度～２３度の傾斜を有しているが、この角度は変更できる。あるいは、この楔は
複数の傾斜、例えば傾斜と平坦な部分とを有することができる。また、ステープル押出部
材は、楔の傾斜面と摺動しつつ係合する補完的な傾斜表面１７８を有している。楔がステ
ープル押出部材の傾斜面に係合すると、ステープル押出部材は、ステープルを放出するた
めに１つ若しくは複数のガイド１８０により案内されていることにより、収容されている
ステープルに向かって押動される。
【００４０】
　図１６を参照すると、楔１７２は、カートリッジ部材８６の遠位端に近い楔インサート
１８２の内部に配設されている。この楔インサートは、ステープルを放出するために最初
に近位側に引っ張られたときに楔が追従するガイド１８４を有している。この装置が作動
してステープルが組織の内部に打ち込まれる前に、楔は楔インサートに沿って格納されて
おり、ステープル押出部材１７６と係合してステープルに向けて押動することはない。楔
は、この出発位置にあるときには、ステープルカートリッジ１４８にモールド成形されて
いる剪断ピン１８６により、取扱いの間は所定の場所に保持される。この剪断ピンは、楔
がカートリッジ内のステープルと接触し始めないことを確実なものとしている。一実施形
態において、楔を楔インサートから近位側に動かして剪断ピンを通過させるには、楔がカ
ートリッジ部材に沿って近位側に動くことができるように、剪断ピンを破壊してステープ
ルカートリッジから分離するのに充分な力がステープル作動ワイヤ１７４から楔に中継さ
れる。１つのステープルカートリッジのステープルを放出し終わったた後で、組織処置装
置６２に他のステープルカートリッジを再装填する場合は、上述したようにステープルカ
ートリッジを取り外すとともに、楔インサートの内部の出発位置に楔が戻るまで、カート
リッジ部材に沿って楔を遠位側に手動で押動する。楔を出発位置に押し戻すことが重要で
あり、そうしないと、他のカートリッジを装置に装てんしたときに、楔の位置が原因とな
ってステープルが前もって放出されることになる。次いで、他のステープルカートリッジ
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をカートリッジ部材に装填すると、このステープルカートリッジにモールド成形されてい
る剪断ピンが取扱いの間に楔をその出発位置に保持する。
【００４１】
　ステープル１８８は、図１７に示されているとともに、着脱自在なステープルカートリ
ッジ１４８のこの実施形態において、用いられるステープルの一実施形態を例示している
。このステープルは、丸いワイヤから形成されるとともに、ベース部１９０と、たがね点
１９４をそれぞれ具備している２つの脚部１９２とを有している。しかしながら、ステー
プルを形成するために、平坦なワイヤあるいは任意の断面形状のワイヤ等の他のタイプの
ワイヤを用いることもできる。ステープルは、減少させた力で所望の形状へと選択的に屈
曲させるための切欠きを有することができる。ステープルは、チタンから形成することが
望ましいが、ステンレス鋼のような他の硬い材料を用いることもできる。この実施形態に
おいては、ステープルを形成するために用いるワイヤの直径は約０．００９インチである
が、より小さくあるいはより大きく、例えば約０．００７インチ～約０．０１２インチと
することができる。さらに、本実施形態におけるステープルの長さは約５．３ｍｍである
が、ステープルの長さは約３．５ｍｍ～約６．０ｍｍ、好ましくは４．８ｍｍ～５．８ｍ
ｍの範囲とすることができる。ステープルのベース部の幅は、２ｍｍ～４ｍｍ、好ましく
は約３ｍｍである。
【００４２】
　組織処置装置６２は、細長い部材の遠位端に配設された端部リング１９６に取り付けら
れている接続部材９４により、細長い部材５２の遠位端５６に接続されている。端部リン
グの断面が図１８に示されているが、いくつかの開口１９８が端部リングを通って配設さ
れて内視鏡、負圧管および様々なワイヤのための通路を提供している。一実施形態におい
て、これらの開口は以下の通りである。開口１９８ａは内視鏡のための通路であり、開口
１９８ｂはカートリッジ部材用の負圧管の通路であり、開口１９８ｃはアンビル部材用の
負圧管の通路であり、開口１９８ｄは組織処置装置に取り付けられている接続部材９４に
係合し、開口１９８ｅは隔壁ワイヤ１１６のための通路であり、開口１９８ｆはレトラク
タワイヤ９８のための通路であり、開口１９８ｇは後述する開放ケーブルのための通路で
あり、開口１９８ｈは後述する外側クランプケーブル）の通路であり、開口１９８ｉは後
述する内側クランプケーブル）の通路であり、かつ開口１９８ｊはステープル作動ワイヤ
７９０のための通路である。他の実施形態においては、これらの開口を任意の設計で再配
置できるとともに、追加のワイヤのための追加の開口を端部リングに通して配設できる。
【００４３】
　各部材８６、８８は、カートリッジ部材８６およびアンビル部材８８を一体に締め付け
かつ開放できるようにするべく、締付ケーブルをこの装置に通してルート決めしかつ通過
させるための開口を有することができる。図１９および図２０は、負圧管およびケーブル
がこの装置を通ってルート決めされているこの組織処置装置６２に沿って取った要部の断
面を示している。図示したように、カートリッジ部材の負圧管２００およびアンビル部材
の負圧管２０２は、各開口１０２、１０４との流体的な接続のために各カートリッジ部材
８６およびアンビル部材８８の近位端へと、細長い部材５２に通してルート決めすること
ができる。外側締付ケーブル２０４および内側締付ケーブル２０６は、細長い部材５２を
通ってカートリッジ部材の垂直プーリ２０８を回りアンビル部材を横切るが、それらの端
部はボールクランプによって、アンビル部材に保持できる。カートリッジ部材およびアン
ビル部材を締め付けて閉じるには、ハンドル組立体６０を用いてケーブル２０４、２０６
を近位側に引っ張る。組織処置装置の閉じた状態は図１９に示されている。開放ケーブル
２１０は、細長い部材５２を通ってカートリッジ部材の水平プーリ２１２を回り、開放カ
ム２１４をアンビル部材の方に回り、その端部はボールクランプを用いてアンビル部材に
保持されている。カートリッジ部材およびアンビル部材は、ハンドル組立体を用いて開放
ケーブルを引張りあるいは張力を負荷することにより互いに開放できる。この開いた状態
は図２０に示されている。
【００４４】
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　ここで図２１～図２４を参照すると、組織処置装置６２の他の実施形態が示されている
が、カートリッジ部材およびアンビル部材８６、８８の一体的な閉鎖あるいは締め付けを
助ける遠位側の締付ケーブル２１６を有している。図示した実施形態においては、遠位側
の締付ケーブルの近位端がハンドル組立体６０に取り付けられ、かつこの遠位側の締付ケ
ーブルの遠位端は組織処置装置の遠位端に取り付けられている。図２１に示したように、
カートリッジ負圧管２００およびアンビル負圧管２０２は各開口１０２、１０４との流体
的な接続のために、細長い部材５２を通ってカートリッジ部材およびアンビル部材の近位
端キャップ２１８へとルート決めされている。近位側の外側締付ケーブル２０４および近
位側の内側締付ケーブル２０６は、細長い部材を通過してカートリッジ部材の近位側垂直
プーリ２０８をアンビル部材の方に回り、その端部がボールクランプによって、アンビル
部材に保持されている。図２３は組織処置装置の近位端を示しているが、近位側キャップ
が取り除かれて近位側の垂直プーリを示しており、かつ近位側の内側および外側の締付ケ
ーブル２０４、２０６はコイルパイプ２２０を有している。この実施形態において、遠位
側の締付ケーブルは、組織処置装置へと細長い部材を通り、カートリッジ部材の遠位端キ
ャップ２２４の内部に収容されている遠位側の垂直プーリ２２２をアンビル部材の方へ回
っているが、その端部はボールクランプによって、アンビル部材に保持できる。図２２は
、組織治療装置の遠位端を示しているが、遠位側の垂直滑車を図示するために遠位端キャ
ップは取り除かれている。カートリッジ部材およびアンビル部材を締め付けて閉じるため
に、ユーザはハンドル組立体によりケーブル２００、２０２および２１６を近位側に引っ
張る。近位側のケーブルが組織処置装置の近位端に締付力をもたらすとともに、遠位側の
ケーブルが組織処置装置の遠位端に締付力をもたらすことにより、組織処置装置の全長に
わたってより均一な締付力がもたらされる。この実施形態においては、上述したように、
近位側の開放ケーブル２１０が細長い部材を通過して近位側の水平プーリ２１２を回って
いる。
【００４５】
　他の実施形態においては、近位側の締め付けケーブル２０４あるいは２０６のうちの１
つを、遠位側の垂直プーリ２２２へとルート変更して遠位側締付ケーブル２１６とするこ
とができる。この実施形態は、追加のケーブルをこの装置に追加することなしに、組織処
置装置の遠位端にさらに締付力をもたらす。組織処置装置６２の遠位端に締付力を与える
ことは、組織の捕捉によって生じるジョーのあらゆる撓みの補償を助ける。
【００４６】
　組織処置装置６２の一実施形態の断面が図２５Ａに示されており、アンビル１５０のく
ぼみ１５２とステープルカートリッジ１４８のステープル開口１６０との整列を詳しく示
している。この図はまた、好ましくは約０．２３０インチの高さの２枚刃の楔１７２と、
好ましくは約０．１２８インチの高さのステープル押出部材１７６を示している。ステー
プルカートリッジは、一実施形態においては約０．２８２インチ、他の実施形態では約０
．２７２インチの深さを有している。ステープルカートリッジのステープル開口とアンビ
ルの接触縁との間の距離である、線２２６で示されている装置のクランプ隙間は約０．０
７０インチであり、好ましくは約０．０９０インチである。また、線２２８で示されてい
る閉じたステープルの高さは、ステープルがカートリッジから放出されてアンビルによっ
て、かしめられた後のステープルの高さである。一実施形態における閉じたステープルの
高さは約０．０７０インチであり、かつ他の明確な実施形態における閉じたステープルの
高さは０．０９５インチである。くぼみの断面形状は、図示されているようにテーパ状の
側壁および平坦な底部を有している。しかしながら、くぼみの断面形状がＶ字形あるいは
Ｕ字形を含む任意の形状とすることができることは予想される。さらに、くぼみの深さあ
るいはポケットは約０．０１０インチ～約０．０３０インチの範囲で変化し、好ましくは
くぼみのポケットは約０．０２０インチである。
【００４７】
　図２５Ａに示した実施形態において、くぼみ１５２は、ジョーが完全に閉じているとき
にステープル開口１６０と整列し、ステープルがステープルカートリッジから放出された
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ときに、たがね点あるいはステープル脚部の端部はくぼみの中心に衝突する。しかしなが
ら、組織処置装置が組織を捕捉したたときに、アンビル部材８８のカートリッジ部材８６
への完全な締付けが、組織処置装置の内部に位置する組織により阻止されることがあり得
る。これは芯ずれによって、生じ、捕捉された組織内にステープルを打ち込んだときに、
ステープル脚部のたがね点はアンビルのくぼみに対してセンタリングされない。図２５Ｂ
に示した一実施形態において、組織を捕捉したときのジョーの不完全な閉鎖を補償するた
めに、アンビル部材は、カートリッジ部材から約０．０１０インチ外側にオフセットされ
ている。それに代えてあるいはそれに加えて、ジョーの遠位端の撓みを最小化するために
、アンビル部材にはジョーの縦軸に対して角度を付けることができる。図２５Ｂに示した
ように、ジョー８６、８８を完全に閉じると、この図においてはアンビル部材がオフセッ
トされているので、ステープル脚部のたがね点はくぼみの側面に衝接する。しかしながら
、当業者が理解できるように、カートリッジとアンビル部材の間に位置している捕捉した
組織のためにジョーの閉鎖が不完全なときに、組織内に打ち込まれたステープルは、アン
ビルがオフセットされていることにより、くぼみの中央の近傍に衝接する。同様にジョー
の不完全な閉鎖を補償するために、アンビル１５０をアンビル部材上で再配置できること
も予想される。
【００４８】
　手技の間に、組織処置装置６２がジョーすなわちカートリッジ部材およびアンビル部材
８６、８８の間に組織を捕捉したときに、ジョーの近位端から遠位端へとジョーの長さに
沿ったジョーの平行な閉鎖を達成して、捕捉した組織の内部への良好なステープル線の配
置を確実なものとすることが望ましい。ジョーの平行な閉鎖を確実にする１つの方法は、
図２１～図２４を参照して説明するように、遠位側および近位側の締付ケーブルを備える
ことである。この実施形態においては、遠位側締付ケーブル２１６がジョーの遠位端に締
付力を与えるとともに、近位側の締付ケーブル２０４、２０６がジョーの近位端に締め付
け力を与える。
【００４９】
　ジョーあるいはカートリッジおよびアンビル部材８６、８８を締付けるために近位側の
締付けケーブルだけが設けられている他の実施形態においては、組織処置装置６２が組織
を捕捉した後に閉じられるときに、アンビル部材の遠位端がアンビル部材の近位端に対し
て撓みあるいは捩れることがある。アンビル部材の遠位端がカートリッジ部材から離れて
撓むと、ステープルを放出する間、ステープルカートリッジの遠位端のステープルはアン
ビル部材のアンビル１５０に対して完全にかしめることができない。アンビル部材の起こ
りうる撓みを補償するために、図２６は、近位端２３０から遠位端２３２へとテーパ状で
アンビルに楔の形状を与える一実施形態のアンビルを示している。言い換えると、アンビ
ルの遠位端が近位端より大きな厚みを有しているため、組織処置装置のジョーが組織を捕
捉した後に一体に締付けられたときに、アンビル部材の遠位端が近位端に対して撓みある
いは捩れ得るにもかかわらず、アンビルの表面はカートリッジ部材の表面と平行に保たれ
る。一例として、アンビルの近位端の厚みは約０．０３０インチとすることができ、かつ
アンビルは厚みが約０．０４８インチのその遠位端までテーパ状とすることができる。
【００５０】
　他の実施形態においては、組織処置装置の内側に捕捉した組織を締め付けることによっ
て、生じるあらゆる撓みを補償するために、アンビル部材８８を予め曲げあるいは捩るこ
とができる。図２７Ａに示したように、組織処置装置６２が閉じた状態にあるときに、ア
ンビル部材の遠位端２３４がアンビル部材の近位端２３６におけるよりもカートリッジ部
材８６に接近して配置されるように、アンビル部材は捩れている。アンビル部材のこの捩
れは、組織処置装置のジョーの間に捕捉した組織がアンビル部材の遠位端をカートリッジ
部材から離れるように撓ませるときに、アンビルの表面がカートリッジ部材の表面と平行
に保たれることを助ける。
【００５１】
　他の実施形態においては、アンビル部材８８の遠位端をカートリッジ部材に向かってよ
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り強く付勢するために、組織処置装置６２の近位端にストッパを配設できる。図２６が示
している一実施形態においては、アンビルストッパ２３８およびカートリッジストッパ２
４０が組織処置装置の近位端に互いに向き合って配設されていて、アンビル部材がカート
リッジ部材に対し完全に閉じられることを防止している。これは、ステープルが理想的な
Ｂ字形の形状にかしめられるように、カートリッジ部材とアンビルの間に最適な距離を与
えるためになされている。ストッパ２３８、２４０を取り外すと、ステープルが過度にき
つくかしめられ、組織を引き裂くことなしに組織の折たたみを一体に保持することができ
なくなる。外側締付ケーブル（図２６には示されていない）は、ストッパの管腔２４５を
通過できる。図２７Ｂに示されている他の実施形態においては、幅広なアンビルストッパ
２４２がアンビル部材の近位端に配設されるとともに、幅広なカートリッジストッパ２４
４が幅広なアンビルストッパに向かい合ってカートリッジ部材の近位端に配設されている
。そこには、幅広なアンビルストッパの表面を部分的に過ぎて延びる、幅広なアンビルス
トッパの内部に配設された調節可能なネジあるいは静止ピン２４６がある。ジョー８６、
８８が一体に締付けられたときに、幅広なアンビルストッパのピンがより幅広なカートリ
ッジストッパの表面に接触し、かつ締付けケーブルがジョーを閉じるために力を負荷し続
けると、図２７Ｂに示したように、アンビル部材の遠位端を付勢してカートリッジ部材の
遠位端に締め付けるレバー動作が発生する。幅広なストッパによって、発生するこの動作
は、以下にさらに説明するように、組織処置装置が組織を捕捉したときのジョーの遠位端
の撓みの補償を助ける。
【００５２】
　カートリッジおよびアンビル部材８６、８８の間の組織によって、生じる撓みの補償を
助けるために、幅広なストッパ２４２、２４４（図２７Ｂ）を有する実施形態を、捩れた
アンビル部材（図２７Ａ）を有する実施形態および／またはテーパ状のアンビル（図２６
）を有する実施形態と組み合わせ得ることは予想される。さらに、これらの実施形態のあ
るいは実施形態の組合せは、遠位側の締付けケーブル（図２１～図２４）を含む組織処置
装置の実施形態と組合せて用いることができる。
【００５３】
　図２８Ａ～図２８Ｃに示されている他の実施形態においては、近位側の締付けケーブル
２０４、２０６による組織処置装置６２の閉鎖を助けるために、ワイヤがジョー８６、８
８の遠位端に接続されている。図２８Ａを参照すると、図示されているケブラーロープ２
４８は、帆アーム１００の背側にあるばねクリップ２４９に取り付けられている。このケ
ブラーロープは、ハンドル組立体６０から、細長い部材５２の全長を通り、カートリッジ
部材８６を通り、カートリッジ部材の遠位端に配設されたプーリ２５０を回り、ばねクリ
ップを通ってアンビル部材の遠位端に延びて、結び目あるいはボールクランプ２５１によ
って、取り付けられている。このケブラーロープは、任意の他の柔軟なワイヤから形成で
きる。この実施形態において、ジョーに最初に隔壁８９を装着するときには、ケブラーロ
ープにたるみを残してジョーを送達形状の装置とともに閉じる。そして、装置が胃の内部
の所望の位置にあってジョーを開放するときに、隔壁は隔壁レール１０８に沿って前進し
、かつレトラクタワイヤ９８を前進させることによって、帆９２を持ち上げる。ケブラー
ロープの第一のたるみは、ロープに張力を負荷することなしにこれらの動きを可能にする
。実際には、隔壁は図２８Ａに示すようにジョーの間で引き戻される。図２８Ｂに示した
ように、目標とする組織を負圧によって、捕捉し、隔壁が隔壁レールの遠位端に移動した
後、前述したように近位側の締付けケーブルを用いてジョーを閉じる。この時点において
、ハンドル組立体に配置されたケブラーロープの端部を引くことによって、ケブラーロー
プに張力を負荷すると、図２８Ｃに示したようにロープはばねクリップから解放される。
帆アームを含んでいる隔壁は、この時点においてはケブラーロープに対して遠位側にある
。遠位端におけるジョーの閉鎖を助けるために、さらに張力がケブラーロープに負荷され
る。ステープル留めが完了した後、ケブラーロープ上の張力が解放され、ジョーが開いて
組織を完全に解放する。次いで、帆を折りたたむためにレトラクタワイヤを近位側に引張
り、隔壁がジョーの間に位置するように隔壁レールに沿って隔壁を近位側に移動させる。
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この手技の間、ケブラーロープのたるみは、帆アームがケブラーロープ上で擦れることを
防止する。次いで、ジョーはその内側の隔壁と共に完全に閉じて、この装置は胃キャビテ
ィから取り出される。近位側のクランプケーブルの後でケブラーロープを作動させると、
通常は全締め付け力の５０％以上がジョーの近位端から発生する。この実施形態は、装置
のジョーの間に捕捉された組織の折たたみに対する装置の完全な閉鎖あるいは締付けを確
実なものとすることを助ける。ジョーは、遠位端における過度な締め付けを防止するため
に、遠位側のストッパに対して閉じることができる。
【００５４】
　ここで図２９Ａ～図２９Ｃを参照すると、近位側の締付ケーブル２０４、２０６による
組織処置装置６２の完全な閉鎖を助けるために、ジョー８６、８８の遠位端に接続された
ケーブルの他の実施形態が示されている。この実施形態においては、ステンレス鋼線２５
２がハンドル組立体６０から、細長い部材５２およびカートリッジ部材８６を通り、カー
トリッジ部材の遠位端に配設されたプーリ２５３を回り、隔壁８９のベース部９０に配設
された溝穴２５４を通ってアンビル部材８８へと引き回され、ボールクランプ２５５によ
って、取り付けられている。隔壁が任意の位置ではあるが装置のジョーを過ぎて遠位側に
一杯に延びているときには、図２９Ａに示すように、溝穴はジョーの間のヒンジに相対的
に近く、ケーブルがプーリとボールクランプとの間で水平に整列されることを防止する。
装置が胃キャビティに送達されるとき、および組織がジョーの間に締付けられる前には、
ステンレス鋼線には張力はない。組織を捕捉して隔壁が隔壁レール１０８に沿って遠位側
に動いた後、ケーブルは図２９Ｂに示したようにベース部の溝穴を通ってスライドする。
図２９Ｃに示すように隔壁が隔壁レールの遠位端にあるときに、ケーブルは、隔壁のベー
ス部内の溝穴の近位端にある貫通孔２５６内に配置される。ベース部の溝穴は、図２９Ｃ
に示すように貫通穴がケーブルと位置合わせされるように、隔壁の近位端において、持ち
上げられている。意図される力の全体の少なくとも５０％を近位側の締付ケーブル２０４
、２０６によって、装置の近位端上に負荷した後、ハンドル組立体におけるケーブルの近
位端を近位側に引くことによりステンレス鋼線上に張力を負荷する。溝穴の近位側で隆起
した部分の貫通穴とステンレス鋼線とを位置合わせしたことにより、隔壁上には力が負荷
されず、かつこのケーブルは捕捉した組織に対してジョーを完全に締付けるための追加の
力を与える。ステープルで留める処理が完了したときに、ステンレス鋼線上の張力が完全
に解放され、ジョーが開放して捕捉した組織は解放される。隔壁レール内の近位側の位置
に隔壁を引き戻すと、図２９Ａに示したようにケーブルは溝穴に沿ってベース部の遠位端
にスライドし、ケーブルにかなりの力を負荷することなしにケーブルのあらゆるたるみが
内視鏡の視野の下で集められる。ジョーを閉じると、この装置は胃キャビティから取り出
すことができる。ジョーの遠位端を締付けるために鋼線を用いることは、捕捉した組織に
ステープルを打ち込む前に、ジョーの完全な閉鎖を確実にすることを助ける。
【００５５】
　ハンドル組立体６０において、ジョー８６、８８の完全な閉鎖を検出する、組織処置装
置６２のいくつかの実施形態も予想される。これらの検出メカニズムは、光学的、電気的
、機械的、接触式、圧力計測等とすることができる。図３０に示した一実施形態において
、スイッチ２６０は、組織処置装置の近位端に配設されて、ジョーがそれらの間の特定の
距離に到達したときにあるいはそれらが完全に閉じたときに起動する。このスイッチは、
ジョーの一方、本実施形態においてはカートリッジ部材８６上に配設された押ボタンスイ
ッチ２６２と、ジョーの他方、本実施形態においてはアンビル部材８８上に配設された押
圧部材２６４とを有している。押しボタンスイッチは、フレーム２６６に取り付けられた
カートリッジ部材に、ネジ２６８のような留め具で取り付けられている。アンビル部材上
の押圧部材は、内側のネジ２７０によって、アンビル部材に取り付けられた金属プレート
２６９を有している。調節可能な外側のネジ２７２は、金属プレートおよびアンビル部材
に取り付けられている。押しボタンスイッチが起動する距離は押出部材の外側ネジによっ
て、調節可能であり、かつ押出部材は約０．０００インチ～約０．０４０インチの間の距
離でスイッチを起動させるように設計されている。またスイッチは、押しボタンスイッチ
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が電気的に「閉じた」状態にあり続けても、ジョーが互いの方に移動し続けることができ
るように設計されている。押しボタンタイプ以外の他のタイプのスイッチも用いることが
できる。押しボタンスイッチが起動すると、スイッチに電流を供給している電線２７４は
ハンドル組立体６０に信号を送り返し、装置のジョーが閉じたことをＬＥＤライトのよう
なインジケータがユーザに知らせる。さらに、組織処置装置の遠位端上にスイッチを配設
することもできるし、あるいは１つのスイッチを近位端に取り付けるとともに第２のスイ
ッチを組織処置装置の遠位端に取り付けることもできる。
【００５６】
　ここで図３１および図３２を参照すると、組織処置装置５２の近位端に取り付けられた
負圧検出装置２７６が示されている。この負圧検出装置は、アンビル部材８８の内部に形
成されたポケット２８０に配置された弁２７８を有している。この弁は、ポケット内のこ
の弁に係合するばね２８２により付勢されて開いている。弁に取り付けられたピストン２
８４がポケットから延び出ていて、この装置が閉じたときに、カートリッジ部材８６の近
位端に取り付けられている近位側のキャップ２１８に接触する。ポケットは、アンビル部
材に配置されていて、アンビル部材の内部のアンビルチャンバ２８６に負圧を供給するア
ンビル負圧管２０２によってもたらされている真空ラインと弁が交差するようになってい
る。使用の間、チャンバにおいて、およびアンビル開口１０４を通って発生する負圧は、
ハンドル組立体６０で測定される。図３２に示したようにジョー８６、８８が完全に閉じ
る寸前にピストンがカートリッジ部材に接触し、その結果としてばねが圧縮されると弁が
開き始める。弁がより大きく開くと、アンビル負圧管により供給される負圧の低下はより
大きい。ジョーが完全に閉じると、弁は約５水銀柱インチの低下を与えることができる。
負圧のこの低下は、負圧を発生している近位端で測定できる。弁の開口によって、負圧が
低下し始めても、組織はすでに捕捉されてジョーの間に締付けられているので、ジョーの
内側に組織を保持するために負圧はもはや必要ではない。他の実施形態においては、第２
の弁をアンビル部材の遠位端上に配置し、および／またはカートリッジ部材８６の真空室
に接続できる。
【００５７】
　図３３～図３５に示されている他の実施形態においては、光ファイバセンサ２８８が近
位側キャップ２１８に取り付けられていて、カートリッジ部材８８上に配置されたカート
リッジストッパ２４０に向かって導かれている。光ファイバー２９０は、組織処置装置６
２から、細長い部材５２を通って、ハンドル組立体６０へと延びている。図３３および図
３４に示したようにジョー８６、８８が開くと、センサから放射される光は一般的に、カ
ートリッジストッパの表面で反射してごくわずかな光量が分散する。図示したように、鏡
２９２のような反射材料がアンビル部材上に取り付けられていて、ジョーが約０．０３５
インチ離れたときに（図３４を参照）、この鏡が放射された光の光路を横切り始めてその
光の一部を反射するようになっている。この点について、本実施形態における鏡とセンサ
の間の距離は約０．４３インチである。図３５に示したようにジョーが完全に閉じると、
鏡とセンサの間の距離は約０．０３９インチとなり、投射された光路における１０％以上
の違いおよび２０％以上の差の発生は、ハンドル組立体において、装置の外側に配置され
た光子電子計数器に約５０％の低下を発生させるのに十分である。ハンドル組立体におい
て、なされるこの示度の読取りは、ジョーが閉じたことをユーザに知らせる。他の実施形
態においては、光センサを組織処置装置の遠位端に配置できるし、第２の光センサを装置
の遠位端に配置することもできる。
【００５８】
　図３６に示したように、ジョー８６、８８の閉鎖を検出するために近接センサ２９４を
用いることができる。この実施形態において、近接センサは、カートリッジ部材８６に取
り付けられて、自身とアンビル部材８８の近位端との間の距離を検出する。このセンサは
、スイッチとして機能するように配線することができ、ジョーが完全に閉じると、この近
接センサがワイヤ２９６に沿ってハンドル組立体６０に信号を送り返し、音声あるいは視
覚的な出力がジョーの閉鎖を知らせる。このセンサは、距離測定ユニットとして機能する
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ように配線すし、ハンドル組立体において、読み出してジョーが完全に閉じたことを知ら
せることができる。他の実施形態において、このセンサは、いかなる機械的な調整もなし
に、アンビルがセンサから特定の距離に到達したときに起動するようにプログラムするこ
とができる。
【００５９】
　ここで図３７および図３８を参照すると、機械的なクランプ２９８は、アンビルストッ
パ２３８の内部に配置できるとともに、開放位置に付勢するためにばね付勢できる。溝３
００は、アンビル部材８８の内部に形成されるとともに、動きあるいは回転するのに十分
なスペースで締付ワイヤ３０２を溝の中に配置できるように寸法決めされている。溝およ
び締付ワイヤはクランプの下方を通過しており、かつ締め付けが開放状態にあるときに組
織処置装置６２のジョー８６、８８が開放するので、細長い部材５２に沿って延びるとと
もにハンドル組立体６０から出る締付ワイヤは、溝の内部で自由に回転しあるいは前後方
向に動くことができる。図３８に示すようにジョーが完全に閉じているときに、カートリ
ッジ部材８６のカートリッジストッパ２４０は機械的なクランプに接触すると共に溝内の
締付ワイヤを押しつける。この時点で、ユーザは、溝内でクランプワイヤを回転させある
いは動かすときの抵抗の増加に気がつくので、ジョーが完全に固定されたことを知ること
になる。
【００６０】
　図３９には、組織処置装置６２の近位端に取り付けられた正圧装置３０４が示されてい
る。この正圧装置は、アンビル部材８８の内部に形成されているポケット３０８の中に配
置された弁３０６を有している。この弁は、ポケットの内部でこの弁と係合するばね３１
０により付勢されて開いている。弁に取り付けられているピストン３１２は、この装置が
閉じたときにポケットから延び出て、カートリッジ部材８６の近位端に取り付けられてい
る近位側のキャップ２１８と接触する。また、ポケットと連通する別個の流体管路３１４
がある。使用の間、空気あるいは他の流体がこの流体管路に供給されている。そして、ジ
ョー８６、８８の完全な閉鎖が近くなると、ピストンがカートリッジ部材に接触し、その
結果としてばねを圧縮するので弁は開き始める。弁が開くと圧力が低下するが、それは流
体管路の近位端あるいは圧力の供給源と連通している圧力計によって、ハンドル組立体６
０で検出できる。
【００６１】
　ここで図４０および図４１を参照し、ハンドル組立体６０について詳細に説明する。図
４０に示したように、このハンドル組立体は、細長い管状の部材５２に取り付けられてい
る移行ナックル３２６を具備したハウジング３２４を有している。細長い部材への内視鏡
の進入を可能にするスコープ管およびシールマウント３２８がある。また、負圧源に管を
接続できるように負圧管２００、２０２およびガス注入管（図示せず）の近位端を保持す
る負圧管アダプタ３３０がある。一実施形態において、ハンドル組立体の遠位側部分は移
行ナックル、スコープ管およびシールマウントを有し、そして負圧管アダプタは圧力に対
してシールされている。締付／開放ノブ３３２は、ハンドル組立体の近位端にあって、締
付／開放ケーブル２０４、２０６および２１０と関連している。反時計方向に締付／開放
ノブを回すと組織処置装置６２のカートリッジおよびアンビル部材８６、８８が開くこと
になり、時計方向に締付／開放ノブを回すと組織処置装置のカートリッジおよびアンビル
部材を締め付けて閉じることになる。
【００６２】
　この実施形態においては、ステープル作動ワイヤ１７４に関連する楔作動ノブ３３４も
ある。時計方向に楔作動ノブを回すと、ステープルカートリッジ１４８内で楔１７２が近
位側に動いてステープル１８８を放出する。楔ロック３３６は、楔作動ノブの近傍でハウ
ジング３２４上に配設されており、胃の内部において、ステープル線を形成する前に楔が
動かされることを防止する位置にステープル作動ワイヤを係止するために用いられる。他
の実施形態において、楔作動ノブは、ステープルカートリッジの内部で楔を引っ張るため
のレバーあるいは他の作動手段に置き換えることができる。ハンドル組立体６０はまた、
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細長い部材５２へのレトラクタワイヤ９８の進入を可能にしつつハンドルの密封部分を維
持するレトラクタシール３３８を有している。レトラクタワイヤの近位端はレトラクタシ
ールから延び出ており、ユーザは、胃キャビティの内部でレトラクタワイヤを延ばしある
いは後退させるために、手技の間にこのレトラクタワイヤを押しあるいは引っ張ることが
できる。隔壁９０に取り付けられている隔壁ワイヤ１１６を固定するべく締め付けること
ができる隔壁押動ノブ３４２に追従する溝３４０が、ハウジング上に配設されている。隔
壁押動ノブは、隔壁ワイヤを遠位側に押すために溝に沿って動かすことができ、それによ
って、以下に説明するように、必要なときには隔壁を隔壁レール１０８に沿って遠位側に
動かすことができる。
【００６３】
　図４０に示す一実施形態においては、組織処置装置７１２に負荷されている力を示すた
めに、締付／開放ノブ３３２に隣接してハンドル組立体６０のハウジング３２４上に配設
された、着色された帯および／または数字といったマーキングがある。締付／開放ノブに
隣接して最も近位側にある線あるいは第１の線３０６は、４０ポンドの力が開放ケーブル
２１０に負荷されていることを表している。したがって、締付／開放ノブの底端が第１の
線に位置しているときは、組織処置装置のジョー８６、８８が開放していることを示して
いる。第１の線の遠位側にある第２の線３０８は、開放ケーブルあるいは締付ケーブル２
０４、２０６に張力が負荷されていない、ニュートラル状態にあることを表している。第
２の線に対して遠位側に隣接している線は第３の線３１０であり、本実施形態においては
点線となっているが、軽い締め付けのために約５０ポンドの力が締付ケーブルに負荷され
ていることを表している。締付／開放ノブの縁が第４の線３１２のところにある場合は、
完全な締付のために約１３５ポンドの力が締め付けケーブルに負荷されていることを表し
ている。最後のあるいは第５の線３１４は、通常、他の線より太く、危険であることを示
すために赤色となっている。ケーブルの強度を超え得るので望ましくない約１５０ポンド
の力が締付ケーブルに負荷されていて、過剰な締付となっているからである。
【００６４】
　さらに図４０を参照すると、楔作動ノブに接続されているステープル作動ワイヤ１７４
を介して楔１７２に負荷されている力を示すために、ハンドル組立体６０のハウジング３
２４上で楔作動ノブ３３４に隣接して配設された、着色された帯および／または数字とい
ったマーキングがある。楔作動ノブに隣接して最も近位側の線あるいは第１の線３１６は
、ニュートラル状態を表していて、作動ケーブルに張力が負荷されていないことを意味し
ている。したがって、楔作動ノブの底端が第１の線のところにあるいは第１の線の近位側
にあるときには、ステープルカートリッジ１４８の内部で楔が動いていないことを表して
いる。第１の線の遠位側にある第２の線３１８は、ステープル作動ワイヤに２５ポンドの
力が負荷されていることを表している。これは、剪断ピンを破壊するのに十分な力であり
、ステープルの放出を開始するために、ステープルカートリッジの内部において、楔が近
位側に動けるようにする。第２の線の遠位側に隣接している線は第３の線３２０であり、
通常は、前述した２つの線より太く、かつ危険を示すために赤色となっている。その強度
を超え得る６０ポンドの力がステープル作動ワイヤに負荷されていることを示しているか
らである。
【００６５】
　ここで図４１～図４１Ｂを参照し、締付／開放ノブ３３２およびケーブル２０４、２０
６および２１０に関連するプッシュ／プル機構３４８について説明する。図４１Ａは、組
織処置装置６２のジョー８６、８８が開放した開放状態のプッシュ／プル機構を示してい
る。ジョーを開放するために、開放ケーブル２１０には開放コイルパイプ３５０に対して
張力が負荷される。張力の負荷は、反時計方向にノブ３３２を回すことにより達成される
が、それはバランスバー旋回軸３５２をスライドリンク３５４に押しつける。この動作は
、クロスピン３５６を遠位側に押すとともに、開放コイルパイプを遠位側に動かし、開放
ケーブル２１０に張力を負荷する効果を有する。バランスバー旋回軸がスライドリンクに
接触すると、開放スラスト軸受３６０はバネ保持具３６４内の開放ばね３６２を圧縮し始
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める。
【００６６】
　図４１Ｂは、組織処置装置６２のジョー８６、８８が一体に固定されている、閉じた状
態のプッシュ／プル機構３４８を示している。ジョーを閉じあるいは締め付けるために、
外側および内側締付ケーブル２０４、２０６には締付コイルパイプ３６４に対して張力が
負荷される。張力の負荷は、ノブ３３２を時計方向に回すことにより達成されるが、それ
はバランスバー旋回軸３５２および締付ケーブルを近位側に引張るとともに、ガイドブロ
ック３６６を介してケーブルを向け直す。ノブ３３２を時計方向に回すと、主ねじ３５８
は近位側に引っ張られて締付ケーブルに張力を負荷する。締付ケーブルが張力を負荷し始
めると、締付スラスト軸受３６８は締付ばね３７０を圧縮し始める。バランスバーがスラ
イドリンクから離れるように主ねじが近位側に引っ張られると、開放ケーブル上の張力が
解放される。主ねじは、異なる締付／開放特性を発生させるために、異なったねじピッチ
とすることができる。例えば、一定なねじピッチはジョーが安定した速度で閉じるように
するが、（主ねじに沿った）異なるピッチは、より速くまたはよりゆっくりと作動する、
すなわち速く開放してゆっくり閉じる移動部分を生じさせることができる。
【００６７】
　図４１に戻ると、楔作動ノブ３３４は、ステープル作動ワイヤ１７４に取り付けられた
楔放出機構３７２に取り付けられている。組織処置装置６２のステープルを放出するには
、ノブ３３４を時計方向に回して主ねじ３７４をノブの内側へと近位側に引っ張る。主ね
じは回転方向には固定されているが、平行移動は自在である。主ねじに取り付けられてい
る楔ワイヤアダプタ３７６は、ステープル作動ワイヤに張力を負荷すると共に、ステープ
ルカートリッジ１４８の内部に配置されている楔１７２を近位側に引っ張る。ステープル
を放出する前には、楔ロック３３６を最初に緩めるとともに、主ねじと楔ワイヤアダプタ
の間に配置されているガイドピンから取り外さなければならない。
【００６８】
　一実施形態においては、胃キャビティの内部に１つ若しくは複数の襞を作り出すために
、胃形成術装置５０は食道に通して経口的に送達できる。図４２～図４８Ａを参照し、胃
キャビティおよび胃食道接合部の内側にスリーブあるいは嚢を形成するために胃形成術装
置を用いる１つの方法について説明する。
【００６９】
　一実施形態においては、上方胃腸管および胃キャビティを検査するために、内視鏡ＥＮ
を経口的に患者の胃キャビティ内に導入できる。手技の間、患者は背臥位に置かれるとと
もに、患者の食道へのアクセスのために患者の口の内側には咬合阻止器が配置される。こ
の第一の検査の間、Ｚ線の位置に注目することが重要である。次いで、内視鏡に通してガ
イドワイヤＧＷを胃キャビティに導入すると共に内視鏡を患者から取り除くことができる
。ガイドワイヤが所定の位置に来ると、食道および胃食道接合部（ＧＥＪ）を拡張させる
ために、ガイドワイヤ上でブジー拡張器（図示せず）を導入する。ブジー拡張器を取り出
すとともに、ガイドワイヤの近位端は遠位端９６のガイドワイヤ用管腔１３８を通過させ
、組織処置装置６２は、食道に通して図４２で示すようにＺ線位置を約５ｃｍ越えるまで
胃キャビティ内に導入する。一実施形態においては、組織処置装置を適切に配置するため
に、ジョー８６、８８に沿ってマーキングを設けることができる。次いで、ガイドワイヤ
ＧＷを取り出すとともに、ハンドル組立体６０のスコープ管シールマウント３２８、細長
い部材５２およびシュラウド１４０に通して内視鏡ＥＮを導入する。図４３に示したよう
に、内視鏡ＥＮは、シュラウドを出るとともに、ジョー８６、８８の近位端がＧＥＪ内に
あることを確かめるべく組織処置装置を見るためにそり返る。いくつかの実施形態におい
て、内視鏡による簡単な目視のために、ガス注入管を用いて胃にガスを吹き込むことがで
きる。
【００７０】
　組織処置装置６２をリアルタイムで目視するために内視鏡ＥＮを所定の位置に置きつつ
、締付／開放ノブ３３２を第１の線３０６に接近するまで反時計方向に回転させることに
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よって、ジョー８６、８８を開放する。この時点で、組織処置装置の背面およびシュラウ
ド１４０を含む側面を胃キャビティの小湾（ＬＣ）に対して配置すると共に、隔壁８９は
ＬＣから離れて配置しなければならない。
【００７１】
　次いで、ストッパ１１０が隔壁レール１０８の遠位側の隆起１１４に接触するまで隔壁
８９を遠位側に前進させるとともに、図４４に示すようにレトラクタワイヤ９８および帆
９２を拡げる。隔壁レールの内側で隔壁を遠位側に前進させるために、隔壁押動ノブ３４
２を反時計方向に回転させることによって、解錠する。次いで、このノブを溝３４０に沿
って約２ｃｍ近位側に動かすとともに、隔壁ワイヤ１１６を捕捉するために締め付け、そ
れから溝の内部で遠位側にスライドさせ、それによって、組織処置装置６２において、隔
壁ワイヤを遠位側に押す。隔壁のストッパが隔壁レールの遠位側の隆起に当接するまで、
この手順を繰り返すことができる。隔壁レールの近位側の隆起へと隔壁ストッパを移動さ
せるときが来たならば、この手順を反転させる。レトラクタワイヤ９８を前進させて帆９
２を展開させるために、レトラクタシール３３８に通してレトラクタワイヤの近位端１２
８を押すことによって、レトラクタワイヤを遠位側に前進させると、ワイヤ１３０の過剰
な輪によって、胃の大湾（ＧＣ）を後退させることになる。図示はしていないが、レトラ
クタワイヤをより容易に遠位側に押すために、レトラクタワイヤの近位端につまみネジを
取り付けることができる。この動作もまた、図４４に示すように帆９２を展開させること
になる。最適な組織の後退を達成するために、ワイヤの過剰な輪は、胃形成術装置５０を
回転させることによって、胃の内部に配置できる。
【００７２】
　次いで、内視鏡ＥＮは、ジョー８６、８８のヒンジ線が小湾ＬＣに近いことを確認する
ために、組織処置装置６２の後方に配置しなければならない。レトラクタワイヤの過剰な
展開が、目標組織から離れるように組織処置装置を動かすことがあるからである。この不
必要な動きが発生した場合は、組織処置装置が小湾ＬＣにもたれて配置されるまで、レト
ラクタワイヤを近位側に引っ張らなければならない。カートリッジ部材８６およびアンビ
ル部材８８上の負圧ポッド開口１０２、１０４の近位側の部分が下側食道括約筋（ＬＥＳ
）内に埋設されることを確実にするために、組織処置装置の軸方向の位置は内視鏡によっ
て、再び点検しなければならない。この位置決めを点検するために、組織処置装置のジョ
ー上のマーキングを用いることができる。
【００７３】
　胃の内部における組織処置装置６２の位置決めに医師が満足すると、図４５に示すよう
に、マストあるいは帆アーム１００が噴門切痕において、ＧＥＪに押圧されるまで、隔壁
レール１０８に沿って隔壁８９を後退させあるいは近位側に動かし、ＧＥＪの組織がステ
ープル線に組み込まれることを確実なものとする。その結果、新しく作り出された管腔あ
るいは嚢とＧＥＪの高さにおける残りの胃の部分との間には不必要な連通が存在しない。
この動きは、ハンドル組立体６０において、隔壁作動ノブを引き戻す（あるいは近位側に
動かす）ことにより達成される。この段階で、負圧管２００、２０２の締め付けを緩めて
真空ポンプに接続し、そのスイッチを入れる。ポンプが最大負圧で安定したときに（約２
５水銀柱インチ～３０の水銀柱インチ、好ましくは２７水銀柱インチ～２９．５水銀柱イ
ンチ）、胃をゆっくりと吸引する。そして、組織処置装置が後方の小湾に近く、かつカー
トリッジ部材およびアンビル部材上の開口１０２、１０４に最適に隣接して胃組織が存在
することを確認するために、内視鏡を用いなければならない。次いで、胃を完全に吸引す
ると共に、カートリッジ部材およびアンビル部材８６、８８の各開口１０２、１０４内に
組織を捕捉するために負圧管２００、２０２を開放する。いくつかの実施形態においては
、これらの負圧管を同時に開放するが、これらの負圧管は異なる時点で開放することもで
きる。拡がった帆およびレトラクタワイヤは、目標とする組織を適切なジョーへと整理す
ると共に、捕捉した組織が組織処置装置の両方のジョーに交差することを防止する。図４
５Ａは図４５中の破断線４５Ａ―４５Ａに沿った断面を示しているが、折りたたまれた組
織は開口１０２、１０４内に捕捉されている。組織処置装置の内部に組織を捕捉した約１
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分後に、上述した方法を用いて、ベース部９０上の隔壁ストッパ１１０が隔壁レールの遠
位側の隆起１１４に接触するまで、隔壁レール１０８に沿って隔壁８９を遠位側に前進さ
せる。
【００７４】
　図４６および図４６Ａを参照すると、隔壁８９が遠位側に動いているが、ハンドル組立
体６０上の第３の線３１０を完全に覆うまで締付／解放ノブ３３２を時計方向に回転させ
ることにより、ジョー８６、８８は一体に軽く締め付けられる。組織処置装置６２のジョ
ーにより保持されている捕捉された組織を見るために、もう一度胃にガスを吹き込むこと
が望ましい。捕捉した組織を内視鏡ＥＮで見るときに、上述したように、組織処置装置の
軸方向の位置も再点検しなければならない。ジョーが、ＬＥＳおよび胃キャビティの一部
を含む両方のＧＥＪから組織を捕捉していることが望ましい。Ｚ線の高さより上方の組織
を捕捉することは、形成されたスリーブの近位端に近位側の小孔が形成されないことを確
実にする。医師は、隔壁が完全に前進して捕捉した組織から離れていることを確認しなけ
ればならない。装置によって、滑らかな一対のスリーブを形成できるように、捕捉された
組織が大きな折たたみあるいは襞を有していないことが望ましい。
【００７５】
　捕捉した組織および隔壁の位置が許容できる場合、ハンドル組立体６０において、レト
ラクタワイヤ９８を近位側に引っ張るが、図４７に示したようにレトラクタワイヤおよび
帆９２を折りたたむために隔壁ワイヤ１１６は所定の場所に保持する。次いで、もう一度
胃を吸引すると共に、組織処置装置６２の部材８６、８８の開口の内側に組織を保持する
負圧を再び負荷するために、負圧管２００、２０２の勢いを強める。吸引の後、ハンドル
組立体上の第４の線３１２を覆うまで締付／解放ノブ３３２を時計方向に回すことにより
、組織処置装置のジョー８６、８８を一体に完全に締め付ける。折たたみを襞にする準備
ができると、一実施形態においては、ハンドル組立体側の楔ロック３３６を解除し、楔作
動ノブが楔を動かしてステープルを放出できるようにする。組織処置装置の部材の間に組
織を締付けつつ、ステープルカートリッジ１４８の内部で楔１７２を近位側に動かして捕
捉した組織にステープルの列を放出する楔作動ノブ３３４を時計方向に回転させることに
より、組織の二重の折たたみをステープル留めする。図４６Ａは、図４６中の破断線４６
Ａ―４６Ａに沿った断面を示しているが、組織処置装置によって、一体にステープル留め
された組織の２つの折りたたみを示している。
【００７６】
　完了すると、第２の線３０８を越えて反時計方向に締付／解放ノブを回転させることに
よって、組織処置装置６２のジョーを開放し、管２００、２０２に接続されている真空ポ
ンプはスイッチオフする。一実施形態において、胃の内部に新しく形成されたステープル
線が引っ張られることを防止するために、ジョーは完全には開放されない。次いで、捕捉
した組織を組織処置装置から取り出すために、注射器により負圧管を介して供給される無
菌水ボーラスにより、捕捉した組織を部材８６、８８の開口１０２、１０４から洗い流す
ことができる。部材の開口は、個々にあるいは同時に洗浄できる。次いで、組織処置装置
は、ポッドと組織の分離が視覚的に確認できるまで回転させるとともに前後方向に押すこ
とができる。図４８に示したように、新しく形成されたスリーブの遠位端から装置を前進
させるとともに、隔壁ワイヤ１１６およびレトラクタワイヤ９８の両方をハンドル組立体
によって、近位側に引っ張って、ベース部９０のストッパ１１０が隔壁レールの近位側の
隆起１１２に接触するまで隔壁８９を隔壁レール２０８に沿って近位側に動かす。組織処
置装置のジョーは、それから格納された隔壁および帆の周りで閉じられる。隔壁がジョー
の内部で締付けられていることを確実にするために、装置の遠位端を視覚的に検査できる
。そして、内視鏡ＥＮは図４８に示したように真っ直ぐにする。内視鏡を胃形成術装置５
０から取り外し、次いで図４９および図４９Ａに示したように胃の内部にスリーブ４００
を残しつつ、装置の全体を胃キャビティから取り出す。内視鏡は、ステープル留めされた
スリーブを視覚化するために再び導入できる。ＧＥＪから組織を捕捉することにより、ス
リーブはＧＥＪから胃の本体の内部へと下方に延びるが、幽門の領域に向かって延びるこ
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とも含み得る。Ｚ線の近傍におけるＬＥＳからの組織がスリーブに組み込まれることが、
しばしば望ましい。ＧＥＪ内にスリーブを形成するステープル線を生じさせることは、胃
の残りの部分と新しく形成されたスリーブあるいは嚢との間におけるいかなる連通をも最
小にすることを助ける。したがって、不必要な小孔あるいはすき間がステープル線の近位
端に存在してはならない。
【００７７】
　長いスリーブ、２つ若しくはより多くのスリーブあるいはステープル線を胃キャビティ
の内部に配設するときには、上述したように、着脱自在なステープルカートリッジ１４８
を新しいステープルカートリッジと交換できる。そして、第１のスリーブ４００の遠位端
がＧＥＪであったかのように作用する他のスリーブを形成するために、手順の全体を繰り
返すことができる。長いスリーブを形成する各ステープル線の間のすき間あるいは小孔は
最小化されることが望ましい。一実施形態において、ステープル線の間のすき間を最小化
するために、長いスリーブのステープル線は（端部と端部を）重ねることができる。第２
のステープル線を形成するときには、隔壁８９が第１のスリーブの組織のステープル留め
された折たたみの間に嵌合するように、あるいはできる限り近くなるように、その向きを
定めることが好ましい。一実施形態において、隔壁の帆アーム１００は、第１のステープ
ル線の遠位端に当接するように、組織処置装置に沿ってその近位側の位置へと平行移動す
る。この位置に組織処置装置を配置することは、第１のステープル線の遠位端の近傍の組
織が、組織処置装置の近位端により捕捉されるとともに、新しく形成される第２のステー
プル線に組み込まれることを確実にする。これは、第１および第２のステープル線の間に
形成される不必要な小孔がない、１本の連続したステープル線をもたらす。他の実施形態
において、隔壁レール上の近位側の位置に対してわずかに遠位側となるように隔壁の帆ア
ームを平行移動させること、およびステープルアームを第１のステープル線の遠位端に当
接させることは、２つのステープル線を重ねるために第１のステープル線の少なくとも一
部を組織処置装置が集めるようにする。これは、不必要な小孔が形成されないことを確実
にすることを助ける。組織を捕捉する前に、隔壁の帆アームを帆レールに沿ってより大き
な距離で遠位側に平行移動させることは、平行移動した帆アームが第１のステープル線の
遠位端に押圧されるように位置合わせされたときに、第１のステープル線のより大きな部
分が組織処置装置により捕捉されるようにする。
【００７８】
　また、胃形成術装置５０の組織処置装置６２を再び装填するととともに、組織処置装置
を胃の小湾に向けて回転させて、胃の小湾の下方に二重の折たたみステープル線を形成で
きる。この手技は、２つの二重折たたみステープル線により形成されるスリーブを狭くす
る。さらに他の実施例において、組織処置装置は、胃キャビティの内部に一重の折たたみ
ステープル線を形成するために用いることができる。この実施形態においては、二重の折
たたみステープル線を形成した後に、もう一つのステープル線を形成するために組織処置
装置を胃の小湾に向けることができる。しかしながら、この実施形態においては、組織の
一つの折たたみだけが捕捉されるように負圧開口１０２、１０４のうちの１つにだけ負圧
が作り出され、次いで一重の折たたみステープル線を形成するためにステープル留めする
。この単一の折たたみステープル線は、第一の二重折たたみステープル線により形成され
たスリーブをさらに規制するために用いることができる。
【００７９】
　胃形成術装置５０を用いて胃キャビティの内部に襞を形成した後、胃スリーブあるいは
嚢を形成する手技における第２の段階を遂行するために、続けて規制ステープラ９００を
用いることができる。この規制ステープラは、米国特許出願第１１／１０７，３８２号に
記載されている内視鏡的ステープラと同様とすることができる。なお、この出願の内容の
全体がこの参照によって、本願明細書に組み込まれるものとする。この規制ステープラに
は、胃スリーブの遠位端に追加の襞を形成することや、いくつかの状況においては胃スリ
ーブによって、作り出された小孔あるいは瘻孔を閉じるといった、複数の用途がある。
【００８０】
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　図５０を参照すると、規制ステープラ９００は、柔軟なシャフト９０４あるいは近位端
および遠位端を有する細長い本体を介してステープラハンドル９０６に接続された、ステ
ープラ組立体９０２あるいはカートリッジ組立体を備えている。ステープラ組立体は、そ
の内部に１つ若しくは複数のステープルが収容されているステープルカートリッジ部材９
０８を有した固定部材と、固定される組織がステープルカートリッジ部材とアンビルとの
間に適切に配置されたときにステープル閉鎖表面を与えるために用いられる、ステープル
カートリッジ部材に並設されたアンビル９１０とを備えている。ガイドワイヤ溝９１４を
有している選択的な平滑ゴム先端部分９１２は、ステープルカートリッジ部材の遠位端に
取り付けることができる。この非外傷性の先端部分９１２は、装置が食道の下方に前進す
るときに組織が傷つくことを防止すると共に、ガイドワイヤ溝は固定組立体がガイドワイ
ヤを追従するようにする。ステープル組立体はまた、組織を捕捉するための捕捉部材を有
している。一実施形態において、負圧ポッド９１６は、ステープルカートリッジ部材９０
８に取り付けられあるいは一体化され、負圧線あるいは管９１７は、負圧ポッドからシャ
フト９０４に沿ってハンドル９０６へと延びている。ステープラ組立体および柔軟なシャ
フトと内視鏡の全体的な挿入直径は５４フレンチ以下であることが望ましい。一実施形態
において、ジョー９０８、９１０を閉じると、この装置の最大の外周は約１５．１ｍｍの
直径（０．５９５インチあるいは４５フレンチの直径）に等しい。ジョー９０８、９１０
を開放すると、この装置の最大外周は、約１７ｍｍの直径（０．６６８インチあるいは５
１フレンチの直径）に等しい。
【００８１】
　柔軟なシャフト９０４の遠位端にステープラ組立体９０２が接続され、ハンドル９０６
はシャフトの近位端に接続されている。柔軟なシャフトは湾曲するように構成され、一実
施形態においては、弱い力の負荷によって、４インチの曲げ半径を達成できる。ハンドル
９０６は、ハウジングと作動ハンドル９２２に並設されたグリップ９２０とを備える。使
用の際に、このハンドル９０６は、外科医あるいはユーザがグリップ９２０により規制ス
テープラ９００を保持して操作すると共に、作動ハンドル９２２を介して開いた形状と閉
じた形状との間でステープラ組立体９０２を回動させることができるようにする。レバー
あるいはステープル展開アクチュエータ９２４が、ハンドル９０６上に配設されていて、
ステープラ組立体９０２からステープルを配備するために用いられる。さらに、ハンドル
９０６の形状は、外科医あるいはユーザがステープラ組立体９０２を回動させることがで
きるようにしている。
【００８２】
　一実施形態において、アンビル９１０は、図５０Ａに示したように旋回軸９２６によっ
て、柔軟なシャフト９０４の端部に枢着できる。ステープルカートリッジ部材９０８は、
柔軟なシャフト９０４に対し静止したままに構成できるが、アンビル９１０は、柔軟なシ
ャフトおよびステープルカートリッジ部材に対して開いた状態および閉じた状態に操作で
きる。しかしながら、他の実施形態では、ステープルカートリッジ部材を柔軟なシャフト
に回動自在に接続し、アンビルは静止したままとすることができる。さらに他の実施形態
においては、アンビルおよびステープルカートリッジ部材の両方が、柔軟なシャフトに対
して開いた形状および閉じた形状に回動させることができる。このジョーの平行な開放の
目的は、均一な襞をもたらすためにスリーブの伸びを最小化することにある。開いた状態
および閉じた状態にアンビル９１０を操作するために、米国特許出願第１１／１０７，３
８２号の図３１を参照することにより説明されるように、ステープラ組立体９０２の近位
端側に配置された回動軸の周りに円形あるいはディスク状のカムを回動自在に取り付ける
ことができる。作動ワイヤあるいはケーブルは、ケーブルが引っ張られたときに、カムが
回動軸の回りで時計方向に付勢されるようにカムに巻付けられることが可能である。作動
ケーブルは、ユーザによって、それらの近位端から操作できる。カムが時計方向に回転す
ると、ステープルカートリッジ部材９０８の一部がカムと係合し、それによって、アンビ
ル９１０を開いた状態に回動させることができる。追加のカムをステープラ組立体９０２
の反対側に固定して、二重のカムが同時にかつ平行に開閉するように構成することもでき
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る。図５０Ｂに示したように、二重のカムを用いると、ジョー９０８、９１０が開放され
たときに、ジョー９０８、９１０の表面は互いに平行なままである。これはジョー９０８
、９１０の間におけるより良好な組織の捕捉を可能にする。
【００８３】
　図５０Ｃに示す一実施形態において、アンビル９１０は、その遠位端に配設されたアン
ビル延長部９２８を有している。このアンビル延長部は、図５０Ｄに示したように、ゴム
先端部分９１２の近位端に配設されたポケット９３０の天井に接触している。これは、ア
ンビルの遠位端を平面に保つとともに、図５０Ｂに示したように、ステープラカートリッ
ジ９０８およびアンビル９１０が平行に開放するようにする。図５０Ｃを参照すると、ス
テープルカートリッジ部材９０８は、ゴム先端部分をステープラ組立体９０２に固定する
ために、ゴム９１２の近位端に配置された切欠き９３４（図５０Ｅを参照）と係合するカ
ートリッジ延長部９３２を有している。
【００８４】
　規制ステープラ９００の一実施形態においては、図５０Ｄに最も良く示されているよう
に、ステープルカートリッジ部材９０８の表面上に画成された２列のステープル開口９３
６がある。ステープルは、ステープル作動ワイヤを引いて楔を動かしステープル押出部材
に接触させてステープルを放出するという、米国特許出願第１１／１０７，３８２号の図
２２Ａ～図２３Ｃを参照して説明されるものと同様な方法で、開口を通って配備される。
この実施形態においては、ステープラ組立体からステープルを放出するべく作動ワイヤを
引くために、レバーあるいはステープル展開アクチュエータ９２４を押し下げる。図５０
Ａに示したように、ステープラ組立体９０２のジョー９０８、９１０は閉じており、作動
ハンドル９２２を用いると、捕捉した組織にステープルを配備できる。他の変形例は、２
列より少ないあるいは多いステープル開口を用いることができる。
【００８５】
　規制ステープラ９００の一実施形態において、ステープルカートリッジ部材９０８には
、着脱自在なステープルカートリッジ９３８を再装填できる。図５０Ｅに示したように、
着脱自在なステープルカートリッジはゴム先端部分９１２を一体化できる。それらはステ
ープルカートリッジ部材９０８に一体に装てんされあるいは取り外される。着脱自在なス
テープルカートリッジ９３８は、ステープルカートリッジ部材９０８に配置されるとステ
ープルカートリッジ部材の遠位端の近傍に配置されたロック開口９４２に入り込んで係合
する、その遠位端の近傍に配置されたディテントピン９４０を有している。着脱自在のス
テープルカートリッジ９３８を規制ステープラ９００に装てんするためには、ステープラ
組立体９０２のジョー９０８、９１０を開放し、レバーあるいはステープル展開アクチュ
エータ９２４を持ち上げてステープル放出楔を装置の遠位端に押動する。この楔が装置の
端部まで移動しない場合は、楔は鉗子を用いて手動で引くことができる。一実施形態にお
いては、放出ケーブルの支柱をレバーから解放すると共に、遠位側の位置から楔を動かす
ことなしにレバーを押し下げることができる。着脱自在のステープルカートリッジ９３８
の近位端は、楔がステープルを前もって放出しないようにしつつ、ステープルカートリッ
ジ部材９０８に挿入して後方にスライドさせることができる。着脱自在なステープルカー
トリッジ９３８が所定位置の約９０％になると、ステープラ組立体のジョーはゆっくりと
閉じて、アンビル延長部９２８がゴム先端部分のポケット９３０内で入れ子となるように
する。次いで、着脱自在なステープルカートリッジ９３８は下方および後方に押されて、
完全にステープルカートリッジ部材９０８の内側にあることが確実にされ、そしてジョー
９０８、９１０は完全に閉じる。ゴム先端部分／着脱自在なステープルカートリッジがス
テープラ組立体９０２上に装てんされると、カートリッジ延長部９３２はゴム先端部分９
１２の切欠き９３４に係合し、アンビル延長部９２８はゴム先端部分のポケット９３０に
嵌合し、かつディテントピン９４０はロック開口９４２にぱちんと嵌る。ゴム先端部分／
着脱自在なステープルカートリッジを取り外すには、ジョーを開放し、ディテントピン９
４０をロック開口９４２から押し出し、ゴム製の先端部分／着脱自在のステープルカート
リッジはユーザが取り出す。着脱自在なステープルカートリッジ９３８は、それぞれ４．
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８ｍｍの脚長および３ｍｍの幅を有する６本のステープルの列を２つ含むことができる。
ステープル線の全長は、この実施形態においては約２５．０ｍｍ（０．９８４インチ）で
あるが、ステープル線の全長は約１２．５ｍｍ（０．４９２インチ）から約５０．０ｍｍ
（１．９７インチ）の範囲とすることができる。
【００８６】
　一般的に、図５１に示すように、規制ステープラ９００は、ゴム先端部分９１２のガイ
ドワイヤチャンネル９１４を通っているガイドワイヤ上で前進して、胃キャビティへと食
道を下り、ステープラ組立体９０２は好ましくは閉じた状態にある。さらに規制ステープ
ラは、８．６ｍｍの直径の柔軟な内視鏡ＥＮあるいは同様のスコープと横並びで挿入でき
る。装置は、そのシャフト上の外側のマーキングを参照することにより、あるいはステー
プラ組立体９０２のヘッド上のマーキングを用いて視覚的に、ステープル留めされたスリ
ーブの遠位端に対して軸線方向に配置される。半径方向の位置について、この装置は、直
接的に視認しつつ回転させて配置される。あるいは、ユーザは、装置の回転方向の向きを
定めるためにハンドル上のマーキングに依存できる。胃壁に沿って襞を配置するために胃
キャビティ内の所望の位置にステープラ組立体９０２がくると、ガイドワイヤが取り出さ
れ、図５０Ｂに示すようにステープラ組立体を開いた状態に回動させることができる。ス
テープルカートリッジ部材９０８とアンビル９１０の間に組織９１８の折たたみを捕捉す
るために、負圧ポッド９１６に負圧を生じさせることができる。約２７の水銀柱インチ～
約２９．５水銀柱インチの真空レベルを達成する負圧装置を用いることが望ましい。真空
レベルが安定した後、ステープラ組立体９０２のジョーは、図５２に示したように閉じら
れて組織上に締付けられる。負圧ポッド９１６で生じさせた負圧は遮断され、スリーブの
遠位端に対して規制ステープラが所望の位置にあることを検査するために胃キャビティに
はガスが吹き込まれる。位置が許容できる場合、内視鏡は真っ直ぐにして取り出すことが
できる。胃キャビティは吸引され、再び負圧ポッドに負圧を生じさせる。次いで、組織の
捕捉を完了するためにステープラ組立体９０２のジョー完全に開放され、負圧が安定する
まで保持される。安定すると、ステープラ組立体のジョーは閉じられて組織上に締付けら
れる。いくつかの実施形態においては、ユーザは１５秒待ち、次いでステープルを捕捉し
た組織に配備して単一の折たたみ襞を形成する。次いで負圧を解放すると共にステープラ
組立体９０２を開放し、胃の組織を負圧ポッドから自由に引っ張ることができるように装
置をわずかに前進させて回転させ、あるいは組織をポッドから追い出すために負圧室を無
菌の水あるいは他の流体で洗浄できる。組織が自由になると、この装置は、図５３および
図５３中の破断線５３Ａ―５３Ａに沿った断面である５３Ａに示されている幾何学的配置
を残して引き抜かれる。図５３は、遠位側の出口の直径を減少させるために規制ステープ
ラ９００によって、作り出された、縦方向の襞あるいは二重の折たたみスリーブ８４６お
よび組織９１８の一重の折たたみを図示する解説用の図である。ステープルカートリッジ
部材は、さらなる放出のために必要に応じて他の着脱自在なステープルカートリッジ９４
０を再装填できる。胃キャビティ内の任意の場所に、あるいは新しく作り出された胃スリ
ーブ若しくは嚢に、規制ステープラ９００を用いて複数の襞を配置できる。例えば、図５
４に示したように二重の折たたみスリーブ８４６によって、作り出された遠位側の出口の
近傍に、組織９１８の３つの追加の一重の折たたみを作り出すことができる。
【００８７】
　スリーブ４００の遠位側の出口ＤＯに一重折たたみ襞を配置することにより、規制ステ
ープラ９００は遠位側の出口の直径を約１．５ｃｍから約０．５ｃｍに減少させることが
できる。例えば、犬の組織を用いたウェット研究室試験において、１９ｍｍの直径のスリ
ーブの遠位端に互いに隣接させて２つの規制襞を配置したことにより、１９ｍｍの直径の
スリーブ（５７フレンチあるいは０．７５インチ径）は１１．７ｍｍの直径（３５フレン
チあるいは０．４６インチ径）に減少した。したがって、これらの２つの規制襞は、スリ
ーブ直径から７．３ｍｍ（２２フレンチあるいは０．２９インチ）を取り除いた。遠位側
の出口の最終的な寸法は、ステープラ組立体の外周より小さかった。他の実施例では、規
制ステープラは、周囲の組織から約１５ｍｍ（０．５９インチ）を取り上げる襞を配置す
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を生じさせる。規制襞は、様々な全長、例えば約０．２５インチ～約２インチ間の全長を
有することができる。
【００８８】
　胃形成術装置５０および規制ステープラ９００は、様々な幾何学的形状を形成するため
に一緒に用いることができる。そのいくつかは、参照によって、すでに組み込まれている
米国特許出願第１１／１０７，３８２号に開示されている。加えて、より長い胃スリーブ
を形成するために、複数の二重折たたみスリーブ４００を連続的に胃キャビティ内に配置
できる。また、小孔の直径を減少させるために、組織９１８の複数の一重折たたみを、よ
り長い胃スリーブの内部に配置できる。例えば、図５５は、胃キャビティ内に連続的に配
置された２つの二重折たたみスリーブ４００を示しているが、組織９１８の２つの一重折
たたみは個々のスリーブ４００の遠位端の近傍に配置されている。図５６は、連続的に配
置された３つのスリーブ４００と、個々のスリーブ４００の遠位端の近傍にそれぞれ配置
された組織９１８の３つの一重折たたみとを示している。図示はしていないが、組織９１
８の一重折たたみは、嚢の直径をさらに規制するために、小湾ＬＣに沿ったあるいは形成
された嚢の内側の円周方向の任意の位置に配置できる。図５７に示す他の実施例において
は、複数のスリーブ４００が胃キャビティの内部のＧＥＪから幽門に作り出されている。
この実施例では組織の一重折たたみは図示されていないが、胃の小湾ＬＣに沿って、組織
の複数の一重折たたみを配置することが望ましい。
【００８９】
　他の実施形態においては、胃スリーブあるいは嚢の遠位側の出口は、米国特許出願第１
１／０５６３２７号に開示されているように遠位側の小孔を一体に固く縛ることによって
、さらに規制できる。なお、この出願の全体がこの参照によって、本願明細書に組み込ま
れたものとする。この実施形態においては、遠位側の小孔の周りにアンカーを円周方向に
配置すると共に、全てのアンカーに取り付けられたワイヤを用いて一緒に固く縛ることが
できる。他の実施形態においては、米国特許出願第１１／０６７５９８号に記載されてい
るように、その直径をさらに減少させるために遠位側の出口に胃内バンドを配置できる。
なお、この出願の全体がこの参照によって、本願明細書に組み込まれたものとする。ここ
で、胃内バンドは、遠位側の出口の周辺に円周方向に取り付けられ、かつこのバンド自身
が遠位側の出口を固く縛る。ここで認められるべきことは、胃スリーブあるいは嚢が作り
出されると、このスリーブあるいは嚢によって、作り出された遠位側の出口の直径をさら
に規制するために多くの方法を用い得ることである。
【００９０】
　装置およびその部品を説明するに際し、理解、簡潔さおよび明快さのために特定の用語
を用いてきた。それらは、主として説明を目的として用いられており、かつ概括的に用い
られるとともに同様に解釈されることが意図されている。本発明およびその使用方法を説
明してきたが、ここで理解されるべきことは、機械的および作動上の合理的な均等物がこ
の技術に熟練した人々にとって明らかであるということである。それらの変形例は、この
明細書に添付された請求の範囲と均等の範囲にあると考えられるべきである。
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摘要(译)

描述了用于组织采集和固定或胃成形术的装置和方法。通常，系统的装置可以在患者体内以微创方式前进，以在中空身体器官内产
生一个或多个褶皱。一种组织治疗装置，其附接到柔性细长构件的远端并且具有与砧构件相对的钉仓构件。盒构件和砧构件可在关
闭位置和打开位置之间移动，并且可移动屏障设置在盒和砧构件之间以帮助获得双折叠组织。组织处理装置可以重新定位以在器官
内形成多个褶皱。
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